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平
成　

年
度
の
農
林
水
産
関
係
予
算

２１

は
、
前
年
度
に
比
べ
２
・
９
％
（
７
６
６

億
円
）
減
の
２
兆
５
、
６
０
５
億
円
と
９

年
連
続
の
対
前
年
度
比
マ
イ
ナ
ス
と
な
っ

た
。
こ
の
内
、
公
共
事
業
関
係
費
は　

・
１０

１
％
減
の
９
、
９
５
２
億
円
と
な
っ
た

が
、
非
公
共
事
業
は
、
２
・
３
％
増
の
１

兆
５
、
６
５
３
億
円
と
な
り
平
成　

年
度

１６

予
算
以
来
５
年
ぶ
り
の
増
加
と
な
っ
た
。

　

平
成　

年
度
予
算
は
、
財
政
再
建
に
向

２１

け
た
歳
出
改
革
が
行
わ
れ
る
中
、
予
算
配

分
に
メ
リ
ハ
リ
を
効
か
せ
る
た
め
の
重
点

課
題
推
進
枠
３
、
３
０
０
億
円
の
う
ち
、

約
３
分
の
１
に
あ
た
る
８
９
６
億
円
が
、

農
林
水
産
関
係
に
割
り
当
て
ら
れ
る
こ
と

と
な
っ
た
。

　

重
点
事
項
と
し
て
は
、
１
、
国
際
的
な

食
料
事
情
を
踏
ま
え
た
食
料
安
全
保
障
の

確
立
、
２
、
農
山
漁
村
の
活
性
化
、
３
、

資
源
環
境
対
策
の
推
進
、
４
、
低
炭
素
社

会
に
向
け
た
森
林
資
源
の
整
備
・
活
用
と

林
業
・
山
村
の
再
生
、
５
、
将
来
に
わ
た
っ

て
持
続
可
能
な
力
強
い
水
産
業
の
確
立
を

柱
と
し
た
。

　

農
業
・
農
村
関
係
で
は
、
活
用
さ
れ
て

い
な
い
水
田
を
フ
ル
に
活
用
し
、
国
内
に

お
け
る
食
料
供
給
力
を
強
化
す
る
た
め
の

施
策
が
重
点
課
題
推
進
枠
と
し
て
盛
り
込

ま
れ
た
。
ま
た
、
耕
作
放
棄
地
を
解
消
し

農
地
の
確
保
と
有
効
利
用
を
図
る
た
め
の

緊
急
対
策
も
盛
り
込
ま
れ
た
。
ま
た
、
農

商
工
連
携
の
推
進
、
農
山
漁
村
活
性
化
へ

の
取
組
の
支
援
を
掲
げ
た
。

　

森
林
・
林
業
関
係
で
は
、
吸
収
源
対
策

の
達
成
に
向
け
て
条
件
不
利
な
森
林
の
整

備
、
森
林
境
界
の
明
確
化
や
国
産
材
へ
の

転
換
と
利
用
拡
大
を
図
る
こ
と
な
ど
が
盛

り
込
ま
れ
た
。

　

漁
業
・
漁
村
関
係
で
は
、
省
エ
ネ
や
構

造
改
革
の
推
進
に
よ
る
漁
業
経
営
の
体
質

強
化
や
、
担
い
手
の
育
成
、
ま
た
、
産
地

の
収
益
力
を
高
め
る
た
め
、
消
費
サ
イ
ド

と
の
直
接
取
引
へ
の
支
援
な
ど
の
施
策
が

盛
り
込
ま
れ
た
。

　

農
林
水
産
関
係
予
算
の
重
点
事
項
は
、

以
下
の
と
お
り
。

Ⅰ　

国
際
的
な
食
料
事
情
を
踏
ま
え

た
食
料
安
全
保
障
の
確
立

１
、
国
内
に
お
け
る
食
料
供
給
力
の
強
化

（
１
）水
田
等
の
有
効
活
用
に
よ
る
食
料
供

給
力
向
上
対
策

○
水
田
等
を
有
効
活
用
し
、
大
豆
、
麦
、

飼
料
作
物
、
米
粉
・
飼
料
用
米
等
の
需
要

に
応
じ
た
生
産
を
拡
大
す
る
取
組
を
総
合

的
に
支
援
す
る
。

○
基
盤
整
備
を
契
機
と
し
た
効
率
的
な
経

営
体
へ
の
農
地
利
用
集
積
の
推
進
を
通
じ

て
農
地
の
有
効
活
用
を
図
る
た
め
、基
盤
整

備
と
関
連
支
援
策
を
一
体
的
に
実
施
す
る
。

・
水
田
等
有
効
活
用
自
給
力
強
化
向
上
対
策

２
１
８
、９
８
４（
１
４
７
、６
６
９
）百
万
円

　

‐
水
田
等
有
効
活
用
促
進
対
策

 

４
９
、
３
７
９
（
０
）
百
万
円

　

‐
産
地
確
立
交
付
金
所
要
額

１
４
６
、６
０
５（
１
４
７
、６
６
９
）百
万
円

　

‐
耕
作
放
棄
地
等
再
生
利
用
緊
急
対
策

 

２
３
、
０
０
０
（
０
）
百
万
円

・
経
営
体
育
成
基
盤
整
備
事
業（
一
般
型
）

の
う
ち
農
業
経
営
高
度
化
支
援
タ
イ
プ

＜

公
共＞

２
、
０
０
０
（
０
）
百
万
円

（
２
）米
粉
・
飼
料
用
米
等
の
飛
躍
的
利
用

拡
大
に
向
け
た
供
給
体
制
の
整
備

○
新
規
需
要
米
（
米
粉
・
飼
料
用
米
等
）

に
つ
い
て
、
生
産
・
流
通
・
加
工
・
販
売

の
各
関
係
者
に
よ
る
連
携
を
前
提
に
、
新

規
需
要
米
の
生
産
拡
大
や
必
要
な
機
械
・

施
設
の
整
備
等
を
総
合
的
に
支
援
す
る
。

・
農
山
漁
村
活
性
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
支
援

交
付
金
（
新
規
需
要
米
生
産
製
造
連
携

関
連
施
設
整
備
事
業
）　

 

４
、
０
３
０
（
０
）
百
万
円

・
水
田
等
有
効
活
用
促
進
交
付
金

 

４
０
、
４
１
９
（
０
）
百
万
円

・
多
収
性
稲
種
子
の
安
定
供
給
支
援
事
業

 

　
（
０
）百
万
円

５８

・
低
コ
ス
ト
で
質
の
良
い
加
工
・
業
務
用

農
産
物
の
安
定
供
給
技
術
の
開
発
（
米

粉
利
用
を
加
速
化
す
る
基
盤
技
術
の
開

発
）　 

　
（　

）百
万
円

６７
１４

（
３
）飼
料
自
給
率
向
上
対
策

○
国
際
的
な
穀
物
価
格
の
上
昇
に
対
応
す
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３５

る
た
め
、
国
産
飼
料
の
一
層
の
生
産
と
利

用
の
着
実
な
拡
大
に
よ
る
飼
料
自
給
率
向

上
を
進
め
、
飼
料
を
め
ぐ
る
新
た
な
国
際

環
境
に
対
応
で
き
る
力
強
い
畜
産
経
営
を

確
立
す
る
。

　

ま
た
、
配
合
飼
料
価
格
の
大
幅
な
変
動

に
対
応
す
る
た
め
の
配
合
飼
料
価
格
安
定

制
度
の
異
常
補
て
ん
の
財
源
を
積
み
増
し
。

・
国
産
粗
飼
料
増
産
対
策
事
業

 

２
、
３
４
６
（
１
、
８
２
２
）
百
万
円

・
地
域
資
源
活
用
型
エ
コ
フ
ィ
ー
ド
増
産

推
進
事
業 

２
５
０
（
０
）　

百
万
円

・
耕
畜
連
携
水
田
活
用
対
策
事
業

 

５
、
４
０
４
（
５
、
４
０
４
）
百
万
円

・
酪
農
飼
料
基
盤
拡
大
推
進
事
業
所
要
額

 

６
、
４
４
６
（
５
、
４
４
６
）
百
万
円

・
畜
産
担
い
手
育
成
総
合
整
備
事
業＜

公

共＞

 
９
、
２
７
１
（
１
１
、
０
５
８
）
百
万
円

（
４
）国
産
野
菜
・
果
実
等
の
利
用
拡
大
対
策

○
加
工
・
業
務
用
需
要
に
お
け
る
国
産
原

材
料
の
シ
ェ
ア
向
上
に
向
け
て
、
食
品
製

造
業
者
等
の
多
様
な
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
安

定
的
な
供
給
連
鎖（
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
）

構
築
の
た
め
の
取
組
を
支
援
す
る
。

　

水
産
加
工
原
材
料
と
し
て
十
分
に
利
用

さ
れ
て
い
な
い
国
産
魚
を
水
産
加
工
業
者

が
有
効
活
用
す
る
取
組
を
支
援
す
る
。

　

国
産
農
産
物
等
の
供
給
力
を
強
化
す
る

た
め
、
流
通
業
者
や
食
品
製
造
業
者
等
の

実
需
者
と
連
携
を
図
る
産
地
を
、
機
動
的

な
基
盤
整
備
に
よ
っ
て
支
援
す
る
。

・
国
産
原
材
料
供
給
力
強
化
対
策

 

５
、
５
６
４
（
０
）
百
万
円

・
水
産
加
工
原
料
確
保
緊
急
対
策
事
業

 

１
０
２
（
０
）
百
万
円

・
実
需
者
連
携
型
産
地
基
盤
整
備
推
進
対
策

　

‐
農
山
漁
村
活
性
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
支

援
交
付
金

　
　
　
（
産
地
振
興
追
加
補
完
整
備
）

 

　

３
０
０
（
０
）
百
万
円

　

‐
戦
略
的
産
地
振
興
支
援
事
業

 

３
０
０
（
２
０
０
）
百
万
円

（
５
）耕
作
放
棄
地
解
消
対
策

○
耕
作
放
棄
地
を
早
急
に
解
消
す
る
た

め
、再
生
・
利
用
に
向
け
た
地
域
の
活
動
や

農
業
生
産
基
盤
の
整
備
等
を
支
援
す
る
。

・
耕
作
放
棄
地
等
再
生
利
用
緊
急
対
策

 

２
３
、
０
０
０
（
０
）
百
万
円
※
再
掲

・
農
地
環
境
整
備
事
業＜

公
共＞

　

 

１
、
２
４
５
（
１
、
１
９
３
）
百
万
円

・
耕
作
放
棄
地
解
消
・
発
生
防
止
基
盤
整

備
事
業＜

公
共＞

　

 

１
、
１
０
０
（
１
、
０
０
０
）
百
万
円

（
６
）食
料
自
給
率
向
上
、
食
品
廃
棄
物
の

発
生
抑
制
等
に
向
け
た
情
報
発
信

○
食
料
自
給
率
の
向
上
、
食
品
廃
棄
物
の

発
生
抑
制
等
に
対
す
る
関
心
が
深
ま
る
よ

う
、
消
費
者
の
ニ
ー
ズ
に
即
し
つ
つ
、
戦

略
的
な
情
報
発
信
を
行
う
。

・
国
産
食
料
品
等
ポ
イ
ン
ト
活
動
モ
デ
ル

実
証
事
業 

　
（
０
）百
万
円

８０

・
食
品
廃
棄
物
発
生
抑
制
推
進
事
業

 

　
（
０
）百
万
円

４８

・
食
品
産
業
表
示
推
進
事
業 

 

　
（
０
）百
万
円

１６

・
食
料
自
給
率
戦
略
広
報
推
進
事
業

 

１
、
７
０
０
（
１
、
７
０
０
）
百
万
円

２
、
世
界
の
食
料
事
情
に
的
確
に
対
応
し

た
戦
略
的
取
組

（
１
）食
料
事
情
に
関
す
る
情
報
の
把
握
・

提
供
体
制
の
強
化

○
国
際
食
料
事
情
の
変
化
を
的
確
に
捉
え

た
食
料
需
給
情
報
の
収
集
・
分
析
・
提
供

体
制
の
整
備
と
ノ
ウ
ハ
ウ
の
蓄
積
に
よ

り
、
農
林
水
産
省
独
自
の
食
料
需
給
情
報

の
把
握
・
分
析
の
多
角
化
・
高
度
化
と
効

率
的
な
提
供
を
図
る
。

・
世
界
食
料
需
給
動
向
等
総
合
調
査
・
分

析
関
係
費 

１
８
１
（
１
１
７
）
百
万
円

（
２
）国
際
協
力
等
を
通
じ
た
世
界
の
食
料

問
題
解
決
へ
の
貢
献

・
ア
フ
リ
カ
内
陸
低
湿
地
に
お
け
る
持
続

的
稲
作
技
術
実
証
・
普
及
事
業

 

　

（
０
）
百
万
円

６４

・
途
上
国
の
生
産
能
力
向
上
等
の
た
め
の

南
南
協
力
促
進
事
業

 

１
６
３
（
１
３
６
）
百
万
円

（
３
）我
が
国
農
林
水
産
物
・
食
品
の
輸
出

の
促
進

○
関
係
府
省
、
都
道
府
県
、
民
間
団
体
等

が
参
画
す
る
農
林
水
産
物
等
輸
出
促
進
全

国
協
議
会
に
お
い
て
「
我
が
国
農
林
水
産

物
・
食
品
の
総
合
的
な
輸
出
戦
略
」
が
改

訂
さ
れ
た
と
こ
ろ
、
そ
れ
に
沿
っ
て
、
意

欲
あ
る
農
林
漁
業
者
等
に
対
す
る
支
援
策

を
展
開
す
る
。

・
農
林
水
産
物
等
輸
出
課
題
解
決
対
策

 

１
２
１
（
０
）
百
万
円

・
農
林
水
産
物
等
輸
出
促
進
対
策

 

８
０
０
（
６
０
０
）
百
万
円

３
、
国
内
農
業
の
体
質
強
化
に
よ
る
食
料

供
給
力
の
確
保

（
１
）意
欲
と
能
力
の
あ
る
担
い
手
の
育
成

○
水
田
・
畑
作
経
営
所
得
安
定
対
策
（
品

目
横
断
的
経
営
安
定
対
策
）に
つ
い
て
は
、

市
町
村
特
認
制
度
の
創
設
、
申
請
手
続
の

簡
素
化
、
交
付
金
支
払
時
期
の
前
倒
し

等
、
制
度
の
改
善
内
容
を
周
知
し
な
が
ら

着
実
に
推
進
す
る
。
ま
た
、
企
業
的
な
農

業
経
営
を
目
指
し
た
経
営
展
開
の
取
組
へ

の
支
援
、
経
営
の
法
人
化
の
促
進
、
集
落

営
農
の
発
展
段
階
に
応
じ
た
き
め
細
か
な

支
援
等
を
実
施
す
る
。

・
生
産
条
件
不
利
補
正
対
策＜

特
会＞

１
５
４
、９
０
６（
１
５
３
、１
５
３
）百
万
円

・
収
入
減
少
影
響
緩
和
対
策＜

特
会＞

 　

７
５
、７
５
６（
５
５
、５
１
７
）百
万
円

・
農
業
法
人
経
営
発
展
支
援
事
業

 

２
０
０
（
０
）
百
万
円

・
担
い
手
ア
ク
シ
ョ
ン
サ
ポ
ー
ト
事
業

 

３
、
０
０
６
（
２
、
２
５
０
）
百
万
円
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・
地
域
担
い
手
経
営
基
盤
強
化
総
合
対
策

実
験
事
業

 

８
、
１
３
６
（
６
、
４
８
０
）
百
万
円

（
２
）食
料
の
生
産
基
盤
で
あ
る
農
地
の
確

保
・
有
効
利
用
の
促
進

○
食
料
の
生
産
基
盤
で
あ
る
農
地
の
確

保
・
有
効
利
用
を
促
進
す
る
た
め
、　

月
１２

に
決
定
・
公
表
し
た
「
農
地
改
革
プ
ラ
ン
」

に
基
づ
き
、
農
地
政
策
改
革
を
順
次
具
体

化
す
べ
く
、
委
任
・
代
理
等
の
方
式
で
農

地
を
面
的
に
集
積
し
て
い
く
実
証
的
な
取

組
等
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
農
地
情
報

の
共
有
化
等
を
推
進
す
る
。

・
農
地
確
保
・
利
用
支
援
事
業＜

特
会＞

 

　

７
、
０
７
９
（
０
）
百
万
円

・
農
地
確
保
・
利
用
推
進
体
制
支
援
事
業

＜

特
会＞

　

４
８
３
（
０
）
百
万
円

・
水
土
里
情
報
利
活
用
促
進
事
業

 

８
、
０
９
７
（
９
、
６
９
９
）
百
万
円

・
農
地
情
報
共
有
化
支
援
事
業

 

１
、
０
６
２
（
８
６
８
）
百
万
円

・
農
地
情
報
提
供
支
援
事
業

 

　
（
０
）百
万
円

２０

（
３
）食
料
供
給
コ
ス
ト
の
縮
減

○
生
産
性
や
生
産
者
の
所
得
の
向
上
を
図

る
た
め
、生
産
と
流
通
の
両
面
に
お
け
る
コ

ス
ト
縮
減
に
向
け
た
取
組
を
、実
施
状
況

の
検
証
を
行
い
つ
つ
着
実
に
推
進
す
る
。

・
農
業
支
援
ニ
ュ
ー
ビ
ジ
ネ
ス
創
出
推
進

事
業 

４
２
４
（
０
）
百
万
円

（
４
）農
業
用
水
の
安
定
的
供
給
の
確
保

○
既
存
ス
ト
ッ
ク
の
有
効
利
用
を
図
り
、

農
業
水
利
施
設
の
整
備
、
更
新
等
を
適
切

に
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
安
定
的
な
用

排
水
供
給
機
能
を
確
保
し
な
が
ら
、
担
い

手
へ
の
農
地
集
積
に
も
貢
献
し
、
食
料
供

給
力
の
強
化
を
図
る
。

・
水
利
区
域
内
農
地
集
積
促
進
整
備
事
業

＜

公
共＞

　
 

３
０
０
（
０
）
百
万
円

・
地
域
農
業
水
利
施
設
ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
事
業＜

公
共＞

　

 

２
、
０
０
０
（
０
）
百
万
円

（
５
）政
策
の
展
開
を
支
え
る
農
林
水
産
統

計
の
実
施

・
２
０
１
０
年
世
界
農
林
業
セ
ン
サ
ス
実

施
費 

５
、
８
９
３
（　

）
百
万
円

９４

・
水
稲
作
付
面
積
調
査
に
お
け
る
衛
星
画

像
活
用
事
業 

３
９
５
（
０
）
百
万
円

４
、
農
林
水
産
分
野
に
お
け
る
省
エ
ネ
・

省
資
源
化
の
推
進

○
省
エ
ネ
型
の
機
械
・
設
備
の
導
入
や
、

効
率
的
な
施
肥
体
系
の
導
入
に
よ
る
省
資

源
化
な
ど
の
対
策
を
講
じ
、
農
林
漁
業
者

の
経
営
体
質
の
強
化
を
推
進
す
る
。

・
省
石
油
型
施
設
園
芸
技
術
導
入
推
進
事
業 

 

１
、
０
１
１
（
３
７
５
）
百
万
円

・
省
エ
ネ
技
術
・
機
械
等
普
及
推
進
事
業

 

１
４
１
（
０
）
百
万
円

・
施
肥
体
系
緊
急
転
換
対
策

 

１
、
１
８
１
（
０
）
百
万
円

・
地
域
内
資
源
を
循
環
利
用
す
る
省
資
源

型
農
業
確
立
の
た
め
の
研
究
開
発

 

２
１
０
（
０
）
百
万
円

・
森
林
・
林
業
・
木
材
産
業
づ
く
り
交
付
金

 
１
３
、
２
２
２（
９
、６
９
２
）百
万
円
の

内
数

・
水
産
業
体
質
強
化
総
合
対
策
事
業

 
１
４
、
２
４
３
（
５
、
０
０
０
）
百
万
円

５
、
食
の
安
全
・
消
費
者
の
信
頼
確
保
と

食
生
活
の
充
実
を
図
る
施
策
の
展
開

（
１
）食
の
安
全
と
消
費
者
の
信
頼
確
保
に

向
け
た
取
組
の
充
実

○
食
品
に
起
因
す
る
健
康
へ
の
悪
影
響
を

未
然
に
防
止
す
る
こ
と
に
重
点
を
置
き
、生

産
現
場
か
ら
食
卓
ま
で
を
通
じ
て
食
品
の

安
全
確
保
に
つ
い
て
の
取
組
を
進
め
る
。

・
食
品
安
全
確
保
調
査
・
試
験
事
業

 

１
、
０
３
８
（
９
６
１
）
百
万
円

・
食
へ
の
信
頼
向
上
活
動
促
進
事
業

 

１
６
０
（
１
５
１
）
百
万
円

・
食
品
産
業
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
等
普
及
促
進
事
業 

 

１
７
８
（
１
５
０
）
百
万
円

（
２
）食
と
農
の
つ
な
が
り
の
深
化
に
向
け

た
取
組

○
学
校
給
食
や
社
員
食
堂
等
に
地
場
農
産

物
を
安
定
的
に
供
給
す
る
取
組
や
、
量
販

店
等
に
お
い
て
地
場
産
物
を
販
売
す
る
イ

ン
シ
ョ
ッ
プ
の
取
組
な
ど
、
地
産
地
消
の

新
た
な
モ
デ
ル
の
構
築
を
支
援
す
る
。

・
国
産
食
料
品
等
ポ
イ
ン
ト
活
動
モ
デ
ル

実
証
事
業 

　
（
０
）百
万
円
※
再
掲

８０

・
地
産
地
消
モ
デ
ル
タ
ウ
ン
事
業

 

４
５
０
（
３
２
１
）
百
万
円

・
地
産
地
消
推
進
活
動
支
援
事
業

 

　
（　

）百
万
円

２１
１３

６
、
先
端
技
術
や
知
的
財
産
を
活
用
し
た

農
林
水
産
業
の
潜
在
的
な
力
の
発
揮

（
１
）イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
先
導
す
る
技
術

開
発
の
加
速
化

・
生
物
の
光
応
答
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
解
明
と

高
度
利
用
技
術
の
開
発

 

４
０
０
（
０
）
百
万
円

・
地
域
内
資
源
を
循
環
利
用
す
る
省
資
源

型
農
業
確
立
の
た
め
の
研
究
開
発

 

２
１
０
（
０
）
百
万
円
※
再
掲

・
低
コ
ス
ト
で
質
の
良
い
加
工
・
業
務
用

農
産
物
の
安
定
供
給
技
術
の
開
発
（
米

粉
利
用
を
加
速
化
す
る
基
盤
技
術
の
開

発
）　 

　
（　

）百
万
円
※
再
掲

６７
１４

（
２
）知
的
財
産
の
戦
略
的
な
創
造
・
保
護
・

活
用

・
農
林
水
産
知
的
財
産
戦
略
総
合
推
進
事
業

 

　
（　

）百
万
円

８０
５７

・
和
牛
精
液
等
流
通
管
理
体
制
構
築
推
進

事
業 

１
３
０
（　

）
百
万
円

８２

Ⅱ　

農
山
漁
村
の
活
性
化

（
１
）都
市
と
の
共
生
・
対
流
を
通
じ
た
農

山
漁
村
活
性
化
対
策
の
展
開

○
地
域
活
性
化
の
推
進
役
と
な
る
人
材
育

成
へ
の
支
援
、
祭
り
や
伝
統
文
化
の
保
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３７

全
・
復
活
な
ど
農
山
漁
村
集
落
の
再
生
へ

の
支
援
の
ほ
か
、「
子
ど
も
農
山
漁
村
交

流
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
な
ど
都
市
と
農
山
漁

村
の
共
生
・
対
流
に
よ
る
地
域
経
済
の
活

性
化
を
図
り
、
農
山
漁
村
の
活
性
化
を
一

層
推
進
す
る
。

　

ま
た
、
都
市
住
民
の
ニ
ー
ズ
等
を
踏
ま

え
、
都
市
農
業
の
振
興
を
推
進
す
る
。

・
子
ど
も
農
山
漁
村
交
流
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

対
策
事
業 

６
４
０
（
０
）
百
万
円

・
農
村
活
性
化
人
材
育
成
派
遣
支
援
モ
デ

ル
事
業 

１
９
９
（
０
）
百
万
円

・
農
山
漁
村
活
性
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
支
援

交
付
金 

 

３
４
、９
１
５（
３
０
、５
４
６
）百
万
円

・
農
地
・
水
・
環
境
保
全
向
上
対
策

 
２
７
、
７
０
４（
３
０
、１
８
６
）百
万
円

・
中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
交
付
金

 
２
３
、
４
４
６（
２
２
、１
４
６
）百
万
円

・
地
域
用
水
環
境
整
備
事
業
（
歴
史
的
施

設
保
全
事
業
）＜

公
共＞

　
 

１
３
１（　

）百
万
円

１３

（
２
）農
商
工
連
携
の
推
進

○
地
域
の
基
幹
産
業
で
あ
る
農
林
水
産
業

と
商
工
業
等
と
の
連
携
を
強
化
し
、
そ
れ

ぞ
れ
の
強
み
を
十
二
分
に
発
揮
し
た
事
業

活
動
を
促
進
す
る
。

・
食
農
連
携
促
進
事
業

 

８
０
０
（
６
０
９
）
百
万
円

・
農
村
地
域
就
業
機
会
創
出
支
援
事
業

 

　
（
０
）百
万
円

２４

・
食
品
小
売
機
能
高
度
化
促
進
事
業

 

３
３
０
（
０
）
百
万
円

・
新
た
な
農
林
水
産
政
策
を
推
進
す
る
実

用
技
術
開
発
事
業

 
６
、５
１
６（
５
、２
０
０
）百
万
円
の
内
数

（
３
）暮
ら
し
を
守
る
鳥
獣
害
対
策
の
展
開

○
鳥
獣
被
害
の
深
刻
化
・
広
域
化
に
対
応

し
、
市
町
村
が
作
成
す
る
被
害
防
止
計
画

に
基
づ
く
取
組
等
を
総
合
的
に
支
援
す
る
。

・
鳥
獣
害
防
止
総
合
対
策
事
業

 

２
、
８
０
０
（
２
、
８
０
０
）
百
万
円

（
４
）安
全
・
安
心
な
農
山
漁
村
づ
く
り
の

推
進

○
ハ
ー
ド
整
備
と
ソ
フ
ト
対
策
が
一
体
と

な
っ
た
防
災
・
減
災
対
策
な
ど
を
総
合
的

に
実
施
し
、
安
全
・
安
心
で
活
力
あ
る
農

山
漁
村
づ
く
り
を
推
進
す
る
。

・
地
域
た
め
池
総
合
整
備
事
業＜

公
共＞

 

　

３
０
０
（
０
）
百
万
円

・
水
源
の
里
保
全
緊
急
整
備
事
業＜

公
共＞

 

　

７
０
０
（
０
）
百
万
円

・
漁
港
施
設
機
能
強
化
事
業＜
公
共＞

 

　

４
０
０
（
０
）
百
万
円

Ⅲ　

資
源
・
環
境
対
策
の
推
進

（
１
）農
林
水
産
分
野
に
お
け
る
地
球
温
暖

化
対
策
の
強
化

○
農
林
水
産
分
野
に
お
け
る
省
Ｃ
Ｏ
２

効

果
の
「
可
視
化
」
に
向
け
た
取
組
、
農
地

土
壌
に
よ
る
炭
素
の
貯
留
を
高
め
る
取

組
、
農
山
漁
村
地
域
に
賦
存
す
る
資
源
・

エ
ネ
ル
ギ
ー
を
施
策
横
断
的
に
地
域
全
体

で
有
効
活
用
す
る
取
組
等
に
よ
り
、
地
球

温
暖
化
対
策
を
強
化
し
、
低
炭
素
社
会
を

先
導
す
る
農
林
水
産
業
を
推
進
す
る
。

・
農
林
水
産
分
野
に
お
け
る
省
Ｃ
Ｏ
２

効

果
「
可
視
化
」
推
進
事
業

 

　
（
０
）百
万
円

１７

・
土
壌
炭
素
の
貯
留
に
関
す
る
モ
デ
ル
事
業

 

　
（
０
）百
万
円

９６

・
炭
素
貯
留
関
連
基
盤
整
備
実
験
事
業

＜

公
共＞

　
 

３
８
０
（
０
）
百
万
円

・
低
炭
素
む
ら
づ
く
り
モ
デ
ル
支
援
事
業

 

８
８
３
（
０
）
百
万
円

・
森
林
整
備
事
業
・
治
山
事
業＜

公
共＞

２
６
０
、９
２
５（
２
６
７
、８
８
５
）百
万
円

（
２
）非
食
料
原
料
に
よ
る
国
産
バ
イ
オ
燃

料
生
産
拡
大
等
バ
イ
オ
マ
ス
利
活
用

の
推
進

○
農
林
漁
業
バ
イ
オ
燃
料
法
に
基
づ
き
、

バ
イ
オ
燃
料
（
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
、
バ

イ
オ
デ
ィ
ー
ゼ
ル
、
バ
イ
オ
ガ
ス
、
木
炭

及
び
木
質
ペ
レ
ッ
ト
）
の
原
料
生
産
者
等

と
バ
イ
オ
燃
料
製
造
業
者
に
よ
る
生
産
製

造
連
携
を
推
進
し
、
非
食
料
原
料
を
用
い

た
国
産
バ
イ
オ
燃
料
の
生
産
拡
大
に
向
け

た
取
組
を
進
め
る
。

・
地
域
バ
イ
オ
マ
ス
利
活
用
交
付
金

 

１
１
、１
６
４（
１
１
、１
２
９
）百
万
円

・
ソ
フ
ト
セ
ル
ロ
ー
ス
利
活
用
技
術
確
立

事
業 

 

２
、
４
６
７
（
３
、
２
３
７
）
百
万
円

・
地
域
活
性
化
の
た
め
の
バ
イ
オ
マ
ス
利

用
技
術
の
開
発
（
う
ち
日
本
型
バ
イ
オ

燃
料
研
究
開
発
）　

 

６
７
９
（
６
７
９
）
百
万
円

・
Ｃ
Ｏ
２

排
出
削
減
の
た
め
の
木
質
バ
イ

オ
マ
ス
利
用
拡
大
対
策
事
業

 

１
２
１（
０
）百
万
円

（
３
）農
林
水
産
業
に
お
け
る
生
物
多
様
性

保
全
の
推
進

・
農
林
水
産
生
き
も
の
マ
ー
ク
モ
デ
ル
事
業

 

　
（
０
）百
万
円

１０

・
水
田
環
境
向
上
基
盤
整
備
支
援
事
業

＜

公
共＞

　
 

　
（
０
）百
万
円

５０

・
環
境
・
生
態
系
保
全
対
策

 

１
、
３
３
０
（
０
）
百
万
円

Ⅳ　

低
炭
素
社
会
に
向
け
た
森
林
資

源
の
整
備
・
活
用
と
林
業
・
山
村

の
再
生

（
１
）条
件
不
利
未
整
備
森
林
の
早
期
解
消

等
に
よ
る
森
林
吸
収
源
対
策
の
一
層

の
推
進

○
低
炭
素
社
会
の
実
現
に
不
可
欠
な
森
林

吸
収
源
対
策
の
一
層
の
推
進
に
向
け
、
間

伐
等
の
森
林
整
備
が
進
み
に
く
い
条
件
不

利
森
林
の
早
期
解
消
に
向
け
た
取
組
等
の

充
実
を
図
る
。
ま
た
、
国
民
ニ
ー
ズ
を
捉

え
た
美
し
い
森
林
づ
く
り
を
推
進
す
る
。

・
条
件
不
利
森
林
公
的
整
備
緊
急
特
別
対



政 策

３８町 村 週 報第２６６６号 （第三種郵便物認可） 平成２１年１月２６日

策
事
業 

７
、
５
０
０
（
０
）
百
万
円

・
森
林
境
界
明
確
化
促
進
事
業

 

１
、
０
０
０
（
０
）
百
万
円

・
特
定
間
伐
等
の
促
進
の
た
め
の
路
網
整

備
の
推
進
（
森
林
環
境
保
全
整
備
事
業

等
）＜
公
共＞

５
２
、５
２
８（
５
５
、３
７
６
）百
万
円
の

内
数

・
過
密
化
し
た
森
林
の
適
切
な
整
備
等
の

推
進（
育
成
林
整
備
事
業
等
）＜

公
共＞

２
７
、２
７
７（
２
８
、７
１
１
）百
万
円
の

内
数

・
美
し
い
森
林
づ
く
り
推
進
国
民
運
動
の

展
開

 
１
、４
１
１（
１
、４
３
３
）百
万
円
の
内
数

・
施
業
集
約
化
・
供
給
情
報
集
積
事
業
の

う
ち
不
在
村
森
林
所
有
者
対
策

 

５
２
４
（
５
９
２
）
百
万
円
の
内
数

（
２
）新
た
な
森
林
経
営
政
策
の
確
立
に
向

け
た
対
策

○
今
後
、
人
工
林
資
源
が
主
伐
期
を
迎
え

る
に
当
た
っ
て
、
主
伐
・
更
新
に
よ
る
資

源
の
循
環
利
用
を
通
じ
て
林
業
経
営
の
安

定
を
図
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
そ
の
た

め
に
必
要
な
調
査
・
実
証
等
に
取
組
む
。

ま
た
、
森
林
施
業
を
集
約
化
し
、
森
林
所

有
者
の
負
担
軽
減
を
実
現
で
き
る
林
業
経

営
体
・
事
業
体
の
育
成
を
進
め
、
国
産
材

の
安
定
供
給
体
制
を
確
立
す
る
。

・
低
コ
ス
ト
林
業
経
営
等
実
証
事
業

 

２
０
０
（
０
）
百
万
円

・
集
約
化
等
経
営
支
援
対
策
事
業

 

１
、
４
５
０
（
０
）
百
万
円

（
３
）需
給
変
化
に
対
応
し
た
木
材
産
業
構

造
の
確
立
と
国
産
材
利
用
拡
大

○
国
産
材
へ
の
原
料
転
換
や
生
産
品
目
の

転
換
に
よ
る
木
材
産
業
構
造
の
再
構
築

や
、
原
木
の
品
質
（
一
般
製
材
用
、
合
板
・

集
成
材
用
、
チ
ッ
プ
・
ペ
レ
ッ
ト
用
等
）

ご
と
に
需
要
者
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
製
品

の
供
給
体
制
の
整
備
を
図
る
。

　

国
産
材
利
用
の
意
義
の
啓
発
、
普
及
を

推
進
し
、国
産
材
利
用
の
拡
大
に
取
り
組
む
。

・
地
域
材
の
水
平
連
携
加
工
シ
ス
テ
ム
推

進
事
業 

　
（
０
）百
万
円

７１

・
木
材
産
業
原
料
転
換
等
構
造
改
革
緊
急

対
策
事
業 

５
０
０
（
０
）
百
万
円

・
住
宅
分
野
へ
の
地
域
材
供
給
シ
ェ
ア
拡

大
総
合
対
策
事
業

 

２
９
０
（
０
）
百
万
円

・
製
紙
用
間
伐
材
チ
ッ
プ
の
安
定
供
給
支

援
事
業 

　
（
０
）百
万
円

３０

・
Ｃ
Ｏ
２

排
出
削
減
の
た
め
の
木
質
バ
イ

オ
マ
ス
利
用
拡
大
対
策
事
業

 

１
２
１
（
０
）
百
万
円
※
再
掲

（
４
）社
会
全
体
で
の
森
林
資
源
の
保
全
・

活
用
に
よ
る
山
村
再
生
シ
ス
テ
ム
の

構
築

○
山
村
が
有
す
る
環
境
、
教
育
、
健
康
面

の
機
能
に
着
眼
し
て
、
政
策
的
支
援
と
企

業
か
ら
の
支
援
を
集
約
す
る
セ
ン
タ
ー
機

能
を
創
設
し
、
森
林
資
源
の
保
全
・
活
用

に
よ
り
、
山
村
の
再
生
を
図
る
取
組
を
推

進
す
る
。

・
社
会
的
協
働
に
よ
る
山
村
再
生
対
策
構

築
事
業 

３
５
０
（
０
）
百
万
円

（
５
）地
域
の
安
全
・
安
心
の
確
保
に
向
け

た
治
山
対
策
の
推
進

・
山
地
災
害
総
合
減
災
対
策
治
山
事
業

＜

公
共＞

　
 
５
、３
０
０（
０
）百
万
円

・
水
源
の
里
保
全
緊
急
整
備
事
業＜

公
共＞

　
 

７
０
０
（
０
）
百
万
円
※
再
掲

Ⅴ　

将
来
に
わ
た
っ
て
持
続
可
能
な

力
強
い
水
産
業
の
確
立

（
１
）省
エ
ネ
や
構
造
改
革
の
推
進
に
よ
る

漁
業
経
営
の
体
質
の
強
化
と
担
い
手

の
育
成

○
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
型
漁
業
へ
の
転
換
や
収

益
性
向
上
の
取
組
へ
の
支
援
な
ど
漁
業
経

営
の
体
質
強
化
を
図
る
。

○
万
一
の
漁
業
災
害
等
で
も
大
き
な
補
償

が
得
ら
れ
る
よ
う
、
漁
業
共
済
に
よ
り
加

入
し
や
す
い
仕
組
み
を
作
る
。

○
経
営
改
善
へ
の
取
組
へ
の
支
援
や
人
材

の
育
成
・
確
保
、
異
業
種
の
ノ
ウ
ハ
ウ
の

導
入
を
通
じ
て
、
効
率
的
か
つ
安
定
的
な

漁
業
経
営
を
育
成
す
る
。

○
漁
船
の
安
全
操
業
対
策
を
推
進
し
漁
業

労
働
環
境
の
改
善
を
図
る
。

・
水
産
業
体
質
強
化
総
合
対
策
事
業

１
４
、２
４
３（
５
、０
０
０
）百
万
円
※
再
掲
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３９

　

‐
沿
岸
漁
業
等
体
質
強
化
緊
急
対
策
事

業 

６
、８
５
２（
０
）百
万
円

　

‐
省
エ
ネ
対
応
・
資
源
回
復
等
推
進
支

援
事
業

 

１
、
６
４
８
（
０
）
百
万
円

　

‐
漁
船
漁
業
構
造
改
革
総
合
対
策
事
業

 

５
、７
４
３（
５
、０
０
０
）百
万
円

・
漁
業
共
済
経
営
環
境
変
化
特
別
対
策
事
業

 

１
、
３
７
６
（
０
）
百
万
円

・
漁
業
担
い
手
確
保
・
育
成
対
策
事
業

 

６
０
４
（
５
１
８
）
百
万
円

（
２
）加
工
・
流
通
・
消
費
対
策
の
強
化

○
産
地
販
売
力
の
強
化
、
水
産
物
流
通
の

全
段
階
を
通
じ
た
品
質
・
衛
生
管
理
体
制

の
構
築
等
に
よ
り
、
新
鮮
で
安
心
な
国
産

水
産
物
を
消
費
者
に
届
け
る
と
と
も
に
、

漁
業
者
手
取
り
の
確
保
を
図
る
。

・
水
産
物
産
地
販
売
力
強
化
事
業

 

１
、
０
５
２
（
０
）
百
万
円

・
国
産
水
産
物
安
定
供
給
推
進
事
業

 

１
、
２
０
０
（
１
、
２
０
０
）
百
万
円

・
水
産
加
工
原
料
確
保
緊
急
対
策
事
業

 

１
０
２
（
０
）
百
万
円
※
再
掲

・
水
産
物
フ
ー
ド
シ
ス
テ
ム
品
質
管
理
体

制
構
築
推
進
事
業 

 

１
０
９
（
０
）
百
万
円

（
３
）資
源
管
理
・
回
復
の
推
進

○
水
産
物
の
安
定
供
給
に
貢
献
す
る
新
技

術
の
開
発
、商
業
捕
鯨
再
開
に
向
け
た
調

査
、科
学
的
知
見
に
基
づ
く
資
源
管
理
・
回

復
を
推
進
す
る
。

・
持
続
的
養
殖
生
産
・
供
給
推
進
事
業

 

１
８
６
（
１
３
５
）
百
万
円

・
漁
場
油
濁
被
害
対
策 

 

１
５
３（　

）百
万
円

７８

・
厳
し
い
環
境
条
件
下
に
お
け
る
サ
ン
ゴ

増
殖
技
術
開
発
実
証
事
業 

 

２
９
０（
０
）百
万
円

（
４
）漁
港
・
漁
場
・
漁
村
の
総
合
的
整
備
、

多
面
的
機
能
の
発
揮

○
国
に
よ
る
直
轄
漁
場
整
備
を
一
層
推
進

す
る
と
と
も
に
、
生
産
流
通
機
能
の
強

化
、
防
災
・
減
災
対
策
等
に
よ
る
安
全
で

活
力
あ
る
漁
村
づ
く
り
、
漁
業
者
が
中
心

と
な
っ
て
行
う
環
境
・
生
態
系
保
全
活
動

や
離
島
の
漁
業
再
生
活
動
を
支
援
す
る
。

・
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
漁
場
整
備
事
業＜

公
共＞

　
 

１
、
０
０
０
（
４
０
０
）
百
万
円

・
浮
魚
礁
漁
場
整
備
事
業＜

公
共＞

 

　

５
０
０
（
０
）
百
万
円

・
環
境
・
生
態
系
保
全
対
策

 

１
、
３
３
０
（
０
）
百
万
円
※
再
掲



政 策

４０町 村 週 報第２６６６号 （第三種郵便物認可） 平成２１年１月２６日

農林水産省関係予算

1．総括表

対前年度比
21　年　度
概算決定額

20　年　度
予　算　額

区　　　　　分

％億円億円

97.125,60526,370 農 林 水 産 予 算 総 額

89.99,95211,0741  公 共 事 業 費

89.79,76010,882  一 般 公 共 事 業 費

100.0193193  災害復旧等事業費

102.315,65315,2962  非 公 共 事 業 費

104.26,9936,714  一 般 事 業 費

100.98,6598,582  食料安定供給関係費

（注）1．計数整理の結果、異動を生じることがある。
2．計数は、四捨五入のため、端数において合計とは一致しないものがある。

2．公共事業費一覧

（注）上記のほか、地域再生基盤強化交付金措置額を内閣府に計上。

対前年度比
21　年　度
概算決定額

20　年　度
予　算　額

事　　　　　項

86.4577,220667,736農 業 農 村 整 備

97.4260,925267,885林 野 公 共

94.299,190105,250治 山

99.4161,735162,635森 林 整 備

89.5119,860133,937水 産 基 盤 整 備

96.417,96518,635海 岸

89.7975,9701,088,193一 般 公 共 事 業 費 計

100.019,25019,250災 害 復 旧 等

89.9995,2201,107,443公 共 事 業 費 計

（単位：百万円、％）



（第三種郵便物認可） 第２６６６号平成２１年１月２６日 町 村 週 報
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４１

3．農業・農村関係 （単位：百万円）

備　　　　　考
21　年　度
概算決定額

20　年　度
予　算　額

事　　　　　項

H21（H20）（大臣官房）

・国産食料品等ポイント活動モデル実証事業（新規）
 80（ 0）
・食品廃棄物発生抑制推進事業（新規）（総合食料局計上）
　 48（ 0）
・フードバンク活動実態調査事業（新規）（総合食料局計上）
　 27（ 0）

・食品産業表示推進事業（新規）（総合食料局計上）
　 16（ 0）
・食料自給率戦略広報推進事業 1,700（ 1,700）

1,8711,700一　食料自給率向上、食品廃棄物の発生
抑制等に向けた情報発信

・世界食料需給動向等総調査・分析関係費
　 181（ 117）

181117二　食料事情に関する情報の把握・提供
体制の強化

・省石油型施設園芸技術導入推進事業（生産局計上）
 1,011（ 375）
・省エネ技術・機械等普及推進事業（新規）（生産局計上）
　 141（ 0）

・施肥体系緊急転換対策（新規）（生産局計上）
　 1,181（ 0）

89,98674,216三　農林水産分野における省エネ・省資
源化の推進

・地域内資源を循環利用する省資源型農業確立のための研
究開発（新規）（技術会議計上）　 210（ 0）

・森林・林業・木材産業づくり交付金（林野庁計上）
　13,222の内数（9,692の内数）

・水産業体質強化総合対策事業（水産庁計上）　
 14,243（ 5,000）

・農林水産分野における省CO2効果「可視化」推進事業（新
規） 　17（ 0）

372,746381,621四　農林水産分野における地球温暖化対
策の強化

・土壌炭素の貯留に関するモデル事業（新規）（生産局計上）
 　96（ 0）

・炭素貯留関連基盤整備実験事業【公共】（新規）（農村振
興局計上） 　380（ 0）

・低炭素むらづくりモデル支援事業（新規）（農村振興局計
上）　 883（ 0）
・森林整備事業・治山事業【公共】（林野庁計上）　
 260,925（ 267,885）

・地域バイオマス利活用交付金（生産局、農村振興局計上）
 　11,164（ 11,129）

・ソフトセルロース利活用技術確立事業（農村振興局計上）
 　2,467（ 3,237）

・地域活性化のためのバイオマス利用技術の開発（うち日
本型バイオ燃料研究開発）（技術会議計上）
 　679（ 679）
・CO2排出削減のための木質バイオマス利用拡大対策事業
（新規）（林野庁計上） 　121（ 0）

20,28920,254五　非食料原料による国産バイオ燃料生
産拡大等バイオマス利活用の推進

・農林水産生きものマークモデル事業（新規）
　 10（ 0）
・農村環境保全整備推進モデル事業【公共】（新規）（農村
振興局計上） 50（ 0）
・水田環境向上基盤整備支援事業【公共】（新規）（農村振
興局計上）　 50（ 0）

・環境・生態系保全対策（新規）（水産庁計上）
　 1,330（ 0）

25,92225,839六　農林水産業における生物多様性保全
の推進



政 策

４２町 村 週 報第２６６６号 （第三種郵便物認可） 平成２１年１月２６日

備　　　　　考
21　年　度
概算決定額

20　年　度
予　算　額

事　　　　　項

H21（H20）（国際部）

・アフリカ内陸低湿地における持続的稲作技術実証・普及
事業（新規）（国際部計上） 64（ 0）

・途上国の生産能力向上等のための南南協力促進事業（国
際部計上） 163（ 136）

4,2504,541一　国際協力等を通じた世界の食料問題
解決への貢献

・農林水産物等輸出促進支援事業のうち農林水産物等輸出
課題解決対策（国際部計上）　 121（ 0）

・農林水産物等輸出促進支援事業のうち農林水産物等輸出
促進対策（国際部計上）　 800（ 600）

2,0682,052二　我が国農林水産物・食品の輸出の拡
大

H21（H20）（統計部）

政策の展開を支える農林水産統計の実施

・公共サービス改革法に基づく市場化テストの拡大
 　217（ 23）
・民間調査員の育成に係る研修の充実等
　 180（ 141）

1,3701,185１　アウトソーシング・IT化による調
査業務の効率化の推進

・米の作付面積・収量の調査 554（ 181）
うち水稲作付面積調査における衛星画像活用事業（新
規） 　395（ 0）

752448２　農政上の重要施策の推進に不可欠
な統計データの把握

・2010年世界農林業センサス 5,893（ 94）7,9723,495３　農林水産政策の基礎インフラとし
ての統計データの整備

H21（H20）（総合食料局）

・農山漁村活性化プロジェクト支援交付金（新規需要米生
産製造連携関連施設整備事業）（新規）（農村振興局計上）
 　4,030（ 0）
・水田等有効活用促進交付金（新規）（生産局計上）
 40,419（ 0）
・多収性稲種子の安定供給支援事業（新規）（生産局計上） 
 58（ 0）
・低コストで質の良い加工・業務用農産物の安定供給技術
の開発（米粉利用を加速化する基盤技術の開発）（技術会
議事務局計上） 　67（ 14）

44,61054一　水田の有効活用による食料自給力・
自給率の向上

・効率的食品流通取引基盤確立推進事業（新規）
 　19（ 0）
・食品廃棄物発生抑制推進事業（新規） 　48（ 0）
・フードバンク活動実態調査事業（新規）
 　27（ 0）

305305二　食品流通コストの縮減と食品ロスの
削減

・食品産業HACCP等普及促進事業 　178（ 150）
・食品企業信頼確保対策推進事業 　165（ 169）

343319三　食品の安全性や消費者の信頼確保に
向けた食品産業の取組の充実

・食農連携促進事業 　800（ 609）
・国産原材料供給力強化対策事業（新規）（生産局計上）
　 5,564（ 0）
・食品小売機能高度化促進事業（新規） 　330（ 0）

6,719637四　農商工連携の推進による地域経済の
活性化

H21（H20）（消費・安全局）

・食品安全確保調査・試験事業 　1,038（ 961）
・農場生産衛生向上体制整備促進事業 　47（ 39）

1,2461,114一　食品の安全確保

・食への信頼向上活動促進事業 　160（ 151）
・トレーサビリティロット管理方式実証事業（新規）
 　20（ 0）

776793二　消費者の信頼確保

三　動植物の防疫対策の推進

・家畜伝染病予防費 　3,590（ 3,590）6,1986,560１　家畜防疫の推進

・水産防疫技術対策事業 　44（ 44）132147２　水産防疫の推進

7588３　植物防疫の推進



（第三種郵便物認可） 第２６６６号平成２１年１月２６日 町 村 週 報

政 策

４３

備　　　　　考
21　年　度
概算決定額

20　年　度
予　算　額

事　　　　　項

・「食事バランスガイド」の普及・活用と教育ファームの幅
広い展開による食育の推進

2,6022,776四　食育の推進

・農畜水産物の安全の確保
・家畜の伝染性疾病・作物の病害虫の発生予防・まん延の
防止等

2,3142,345五　食の安全・安心確保交付金

H21（H20）（生産局）

一　食料自給力向上に向けた戦略的生産
対策の強化

・水田等有効活用促進交付金（新規）
 　40,419（ 0）

水田等有効活
用促進交付金

水田等有効活
用促進交付金

１　水田等有効活用促進対策

40,4190

その他　 8,960その他　 0

・産地確立交付金（所要額） 　146,605（ 147,669）146,605147,669２　産地確立交付金

・国産原材料供給力強化対策（新規） 　5,564（ 0）5,5640３　国産原材料の供給力強化

・酪農飼料基盤拡大推進事業（所要額）
 　6,446（ 5,446）
・国産粗飼料増産対策事業 　2,346（ 1,822）

8,7917,268４　飼料自給率の向上対策

二　燃油等資材高騰への対応

・省石油型施設園芸技術導入推進事業
 　1,011（ 375）
・施肥体系緊急転換対策（新規） 　1,181（ 0）

2,192375１　燃油、肥料価格高騰対策

・配合飼料価格安定対策事業 　5,000（ 6,000）5,0006,000２　飼料価格高騰対策

・土壌炭素の貯留に関するモデル事業（新規）
 　96（ 0）
・地球温暖化戦略的対応体制確立事業（新規）
 　37（ 0）

1330三　環境と調和した農業の推進

・地産地消モデルタウン事業 　450（ 321）
・農林水産知的財産戦略総合推進事業　 80（ 57）
・農業支援ニュービジネス創出推進事業（新規）
 　424（ 0）
・鳥獣害防止総合対策事業　 2,800（ 2,800）

3,7543,178四　農業生産を通じた地域の活性化

H21（H20）（経営局）

・生産条件不利補正対策【特会】 　154,906（ 153,153）
・収入減少影響緩和対策【特会】 　75,756（ 55,517）

230,662208,670一　水田・畑作経営所得安定対策の着実
な推進

・農業法人経営発展支援事業（新規） 　200（ 0）2000二　企業的な農業経営を目指した経営展
開の取組への支援

・担い手育成支援事業 　134（ 115）
・農地保有合理化促進事業のうち経営再生支援事業（新規）
【特会】 89（ 0）

223115三　担い手の経営再生や担い手への経営
資源の円滑な承継の支援

・担い手アクションサポート事業 　3,006（ 2,250）
・地域担い手経営基盤強化総合対策実験事業
 　8,136（ 6,480）

11,77810,412四　担い手育成・確保支援対策の充実

・農地確保・利用支援事業（新規）【特会】
 　7,079（ 0）
・農地確保・利用推進体制支援事業（新規）【特会】
 　483（ 0）
・農地情報共有化支援事業 　1,062（ 868）
・農地情報提供支援事業（新規） 　20（ 0）

8,643868五　農地の確保・有効利用の促進

・農業再チャレンジ支援事業 　406（ 586）
・シニア能力活用総合対策事業（新規） 　57（ 0）
・障害者アグリ雇用推進事業（新規） 　29（ 0）

602712六　若者等の就農促進・女性や高齢者が
活躍できる環境づくり



政 策

４４町 村 週 報第２６６６号 （第三種郵便物認可） 平成２１年１月２６日

備　　　　　考
21　年　度
概算決定額

20　年　度
予　算　額

事　　　　　項

H21（H20）（農村振興局）

一　食料供給基盤の強化

・経営体育成基盤整備事業（一般型）（うち農業経営高度化
支援タイプ）【公共】（新規） 　2,000（ 0）

・農山漁村活性化プロジェクト支援交付金（うち新規需要
米生産製造連携関連施設整備事業）（新規）

 　4,030（ 0）
・農山漁村活性化プロジェクト支援交付金（うち産地振興
追加補完整備） 　300（ 0）

・戦略的産地振興支援事業 　300（ 200）

6,630200１　食料自給率向上に向けた基盤・条
件整備の推進

・水利区域内農地集積促進整備事業【公共】（新規）
 　300（ 0）
・地域農業水利施設ストックマネジメント事業【公共】（新
規） 　2,000（ 0）

・基幹水利施設ストックマネジメント事業【公共】
 　6,266（ 6,500）

8,5666,500２　農業用水の安定供給の確保

・耕作放棄地等再生利用緊急対策（新規）
 　23,000（ 0）
・農地環境整備事業【公共】 　1,245（ 1,193）
・耕作放棄地解消・発生防止基盤整備事業【公共】
 　1,100（ 1,000）

25,3452,193３　耕作放棄地解消に向けた取組

二　農山漁村の活性化

・子ども農山漁村交流プロジェクト対策事業（新規）
 　640（ 0）
・農村活性化人材育成派遣支援モデル事業（新規）
 　199（ 0）
・農村地域就業機会創出支援事業（新規）
 　24（ 0）
・広域連携共生・対流等対策交付金 　638（ 973）
・農山漁村活性化プロジェクト支援交付金
 　34,915（ 30,546）
・地域用水環境整備事業（歴史的施設保全事業）【公共】　
 131（ 13）

36,54731,532１　都市と農山漁村の共生・対流及び
都市農業の振興

・中山間地域等直接支払交付金 　23,446（ 22,146）
・農地・水・環境保全向上対策交付金
 　27,704（ 30,186）

51,15052,332２　中山間地域等条件不利地域への支
援及び農地・水・環境保全向上対策
の推進

・国営造成土地改良施設防災情報ネットワーク事業【公共】
（新規） 1,244（  0）
・地域ため池総合整備事業【公共】（新規）
 　300（ 0）

1,5440３　安全で安心して暮らせる農村づく
り

三　農山漁村からの低炭素社会の構築と
地球環境問題への対応

・低炭素むらづくりモデル支援事業（新規）
 　883（ 0）
・炭素貯留関連基盤整備実験事業【公共】（新規）
 　380（ 0）

1,2630１　農山漁村地域における低炭素社会
の実現

・地域バイオマス利活用交付金 　9,502（ 9,467）9,5029,467２　バイオマス利活用の推進

・農村環境保全整備推進モデル事業【公共】（新規）
 　50（ 0）
・水田環境向上基盤整備支援事業【公共】（新規）
 　50（ 0）

1000３　生物多様性保全への貢献

四　その他

8,1818,486１　農地海岸事業

8,1638,163２　災害復旧等



（第三種郵便物認可） 第２６６６号平成２１年１月２６日 町 村 週 報

政 策

４５

備　　　　　考
21　年　度
概算決定額

20　年　度
予　算　額

事　　　　　項

H21（H20）（農林水産技術会議事務局）

・生物の光応答メカニズムの解明と高度利用技術の開発
（新規） 　400（ 0）
・地域内資源を循環利用する省資源型農業確立のための研
究開発（新規） 　210（ 0）

・米粉利用を加速化する基盤技術の開発 　67（ 14）
・新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業
 　6,516（ 5,200）
・地域活性化のためのバイオマス利用技術の開発（うち日
本型バイオ燃料研究開発） 　679（ 679）

・国際共同研究人材育成推進・支援事業（新規）
 　32（ 0）

12,54810,563一　食料供給力と食の安全を支え、地球
的環境課題に応える研究開発の加速化

・独立行政法人運営費交付金（競争的研究資金を除く）　
 53,626（ 55,128）

55,32756,161二　研究基盤の充実強化

備　　　　　考
21　年　度
概算決定額

20　年　度
予　算　額

事　　　　　項

H21（H20）（林野庁）

一　条件不利未整備森林の早期解消等に
よる森林吸収源対策の一層の推進

260,925267,885林野一般公共

161,735162,635森林整備事業

99,190105,250治山事業

・条件不利森林公的整備緊急特別対策事業（新規）
 　7,500（ 0）

8,5000１　条件不利森林等解消緊急対策

・森林境界明確化促進事業（新規）
 　1,000（ 0）

条件不利森
林公的整備
緊急特別対
策事業（新
規） 　7,500
森林境界明
確化促進事
業（新規）

1,000

0

0

・集約化等経営支援対策事業等（新規）
 　1,478（ 0）

13,45714,520２　森林所有者の負担軽減を実現する
効率的な間伐等の推進

・緑の雇用担い手対策事業 　6,000（ 6,700）集約化等経
営支援対策
事業（新規）
 　1,4500

・低コスト林業経営等実証事業（新規） 　200（ 0）
・特用林産物消費・流通総合支援対策事業
 　77（ 74）

1,055991二　新たな森林経営政策の確立に向けた
対策

�
�

�
�

京都議定書森林吸収目標の達成に向けて、
�　平成20年度第1次補正予算による災害対策としての間伐等の実施
 （ 268億円）
�　平成21年度当初予算における
①　農林水産関係公共事業一体となった森林づくりの推進、林野公共予算における
森林整備関係予算への重点化

②　定額助成を含む非公共事業を活用した取組
 （ 352億円）
により、約21.5万haの追加整備に必要な620億円を措置。

�
�
�
�

�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�

（単位：百万円）4．森林・林業関係



政 策

４６町 村 週 報第２６６６号 （第三種郵便物認可） 平成２１年１月２６日

備　　　　　考
21　年　度
概算決定額

20　年　度
予　算　額

事　　　　　項

三　需要変化に対応した木材産業構造の
確立と国産材利用拡大

・木材産業原料転換等構造改革緊急対策事業（新規）
 　500（ 0）
・地域材の水平連携加工システム整備等（新規）
 　892（ 0）
・製紙用間伐材チップ安定供給システムモデル整備等（新
規） 　330（ 0）

・住宅分野への地域材供給シェア拡大総合対策事業（新規）
 　290（ 0）
・CO2排出削減のための木質バイオマス利用拡大対策事業
（新規） 121（ 0）

1,024
森林・林業・木材
産業づくり交付金
13,222の内数

0
森林・林業・木材
産業づくり交付金
9,692の内数

1　木材産業総合対策

・森林資源活用型ニュービジネス創造対策事業
 　750（ 1,200）

7501,200２　先進技術を活用したバイオマス燃
料等の製造システムの構築

・合法性等の証明された木材の普及促進事業（新規）
 101（ 0）

1010３　違法伐採対策

・山村再生総合対策事業 　295（ 300）
・社会的協働による山村再生対策構築事業（新規）
 　350（ 0）
・森林環境保全整備事業等【公共】 　2,000（ 0）

2,645300四　社会全体での森林資源の保全・活用
による山村再生システムの構築

・山地災害総合減災対策治山事業【公共】（新規）
 　5,300（ 0）
・水源の里保全緊急整備事業【公共】（新規）
 　700（ 0）

99,190105,250五　地域の安全・安心の確保に向けた治
山対策の推進

130,746128,261六　国有林野の管理経営の適切かつ効率
的な推進

備　　　　　考
21　年　度
概算決定額

20　年　度
予　算　額

事　　　　　項

H21（H20）（水産庁）

一　省エネや構造改革の推進による漁業
経営の体質の強化と担い手の確保

・水産業体質強化総合対策（拡充） 　14,243（ 5,000）
・漁船等省エネルギー・安全推進事業（新規）
 　820（ 0）

15,0635,000１　省エネ・構造改革の推進

・強い水産業づくり交付金　 　　　　7,674（7,730）の内数7,674の内数7,730の内数

・漁業共済経営環境変化特別対策事業（新規）
 　1,376（ 0）
・漁業担い手確保・育成対策事業 　604（ 518）

1,980518２　担い手の育成・確保等

・漁船安全操業対策事業 　122（ 33）12233３　漁船の安全操業対策

二　加工・流通・消費対策の強化

・水産物産地販売力強化事業（新規）　 1,052（ 0）1,0520１　産地販売力の強化

・国産水産物安定供給推進事業 　1,200（ 1,200）
・水産加工原料確保緊急対策事業（新規）
 　102（ 0）

1,3021,200２　国産魚の直接取引・加工原材料利
用の推進

・水産物フードシステム品質管理体制構築推進事業（新規）
 　109（ 0）

1090３　水産物流通の全段階を通じた品
質・衛生管理体制の構築

三　資源管理・回復の推進

・合理的資源管理推進事業 　223（ 223）
・漁業取締能力及び放置漁具回収能力向上実践指導委託事
業（新規） 　12（ 0）

・ポスト資源回復移行調査事業費（新規）
 　17（ 0）

252223１　資源回復計画等の一層の推進

5．水産関係 （単位：百万円）



（第三種郵便物認可） 第２６６６号平成２１年１月２６日 町 村 週 報

政 策

４７

備　　　　　考
21　年　度
概算決定額

20　年　度
予　算　額

事　　　　　項

・持続的養殖生産・供給推進事業 　186（ 135）186135２　持続的な養殖生産と安定供給の確
保

・漁場油濁被害対策 　153（ 78）
・厳しい環境条件下におけるサンゴ増殖技術開発実証事業
（新規） 　290（ 0）
・有害生物漁業被害防止総合対策事業 　890（ 890）
・湖沼の漁場改善技術普及推進事業（新規）
 　65（ 0）

1,398969３　漁場保全への対策

・養殖クロマグロ安定供給推進事業 　247（ 247）
・鯨類捕獲調査円滑化事業（新規） 　795（ 0）
・健全な内水面生態系復元等推進事業 　337（ 315）
・地球温暖化対策（組替新規） 　157（ 98）

1,535659４　資源の持続的利用の推進と内水
面・つくり育てる漁業の振興

四　漁港・漁場・漁村の総合的整備、多
面的機能の発揮

・フロンティア漁場整備事業【公共】 　1,000（ 400）
・浮魚礁漁場整備事業【公共】（新規） 　500（ 0）
・漁港施設機能強化事業【公共】（新規）
 　400（ 0）
・地域活性化のためのプレジャーボート活用調査事業（新
規） 22（ 0）

1,922400１　漁港・漁場・漁村の総合的整備の
推進

・環境・生態系保全対策（新規） 　1,330（ 0）
・離島漁業再生支援対策 　1,325（ 1,451）

2,6551,451２　多面的機能の発揮の促進
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特 集特 集特 集特 集特 集

　

平
成　

年
度
の
文
部
科
学
省
予
算
案

２１

は
、
総
額
５
兆
２
、
８
１
６
億
円
で
、
対

前
年
度
比
０
・
１
％
、　

億
円
の
増
と

７７

な
っ
た
。

　
　

年
度
予
算
は
、「
脱
ゆ
と
り
」
へ
と
方

２１
向
転
換
し
た
新
学
習
指
導
要
領
の
円
滑
な

実
施
に
向
け
、
授
業
時
数
や
指
導
内
容
の

増
加
に
関
す
る
施
策
に
重
点
が
置
か
れ

た
。

　

主
な
概
要
に
つ
い
て
は
以
下
の
と
お
り

で
あ
る
。

１
、
初
等
中
等
教
育
の
充
実

　

公
立
の
小
・
中
学
校
（
中
等
教
育
学
校

の
前
期
課
程
を
含
む
）
及
び
特
別
支
援
学

校
の
小
・
中
学
部
の
教
職
員
の
給
与
費
に

つ
い
て
、
都
道
府
県
が
負
担
し
た
経
費
の

３
分
の
１
を
国
が
負
担
す
る
義
務
教
育
費

国
庫
負
担
金
は
文
科
省
一
般
会
計
予
算
の

　

・
２
％
に
あ
た
る
１
兆
６
、
４
８
３
億

３１円
が
計
上
さ
れ
た
。

　

新
学
習
指
導
要
領
の
実
施
に
向
け
て
、

授
業
時
数
増
へ
の
対
応
に
、
前
年
度
に
対

し　

億
円
の
増
額
、
１
・
７
倍
に
あ
た
る

３３

　

億
円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。
退
職
教
員

８１等
外
部
人
材
活
用
事
業
―
サ
ポ
ー
ト
先
生

の
配
置
―
や
、
理
科
教
育
施
設
整
備
費
等

補
助
金
の
拡
充
な
ど
、
円
滑
な
実
施
を
図

る
た
め
、
必
要
な
諸
条
件
を
整
備
す
る
と

し
て
い
る
。

　

ま
た
、
道
徳
教
育
の
総
合
的
推
進
に
つ

い
て
は
、
新
学
習
指
導
要
領
の
趣
旨
を
踏

ま
え
た
適
切
な
教
材
が
十
分
に
活
用
さ
れ

る
よ
う
、　

億
円
が
配
分
さ
れ
、
道
徳
教

１３

育
の
振
興
を
図
る
と
し
て
い
る
。
指
導
内

容
が
追
加
さ
れ
る
算
数
・
数
学
、
理
科
に

つ
い
て
は
、
補
助
教
材
の
作
成
・
配
布
事

業
が
新
規
に
設
け
ら
れ
、　

億
円
が
配
分

１３

さ
れ
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
外
国
語
教
育
の
充
実
へ
向

け
、
小
学
校
外
国
語
活
動
の
導
入
に
向
け

て
の
実
践
研
究
や
、
英
語
教
育
改
善
の
た

め
の
調
査
研
究
を
行
う
、
英
語
教
育
改
革

総
合
プ
ラ
ン
が
新
た
に
創
設
さ
れ
た
。
な

お
、
平
成　

年
度
か
ら
完
全
実
施
さ
れ
る

２４

中
学
校
武
道
必
修
化
に
つ
い
て
は
、
武
道

場
の
新
規
整
備
に
か
か
る
安
全
・
安
心
な

学
校
づ
く
り
交
付
金
の
補
助
率
が
３
分
の

１
か
ら
２
分
の
１
へ
拡
充
さ
れ
る
。

　

一
方
、
幼
児
教
育
の
推
進
に
つ
い
て

は
、
教
育
振
興
基
本
計
画
、
骨
太
の
方
針
、

５
つ
の
安
心
プ
ラ
ン
等
を
踏
ま
え
、
幼
稚

園
就
学
奨
励
費
補
助
が
拡
充
さ
れ
、
第
２

子
以
降
の
保
護
者
負
担
の
軽
減
が
図
ら
れ

る
。
第
１
子
が
幼
稚
園
児
の
場
合
、
第
２

子
は
７
割
負
担
か
ら
半
額
負
担
へ
、
第
３

子
は
２
割
負
担
か
ら
無
償
と
な
る
。
ま

た
、
第
１
子
が
小
１
〜
３
の
場
合
に
は
、

第
３
子
以
降
が
８
割
負
担
か
ら
無
償
へ
と

軽
減
さ
れ
る
。

２
、
社
会
全
体
で
の
教
育
向
上
へ
の
取

組
み

　

社
会
全
体
の
教
育
力
の
向
上
に
つ
い
て

は
前
年
度
に
比
べ
、　

億
円
増
の
１
８
３

４３

億
円
が
計
上
さ
れ
た
。学
校
・
家
庭
・
地
域

の
連
携
協
力
の
た
め
の
様
々
な
具
体
的
仕

組
み
を
構
築
す
る
と
と
も
に
、社
会
全
体
の

教
育
力
の
向
上
を
図
る
と
し
て
、新
規
に
学

校
・
家
庭
・
地
域
の
連
携
協
力
推
進
事
業
が

創
設
さ
れ
た
。こ
の
事
業
に
は
、従
来
か
ら

実
施
さ
れ
て
き
た
、放
課
後
子
ど
も
教
室

推
進
事
業
や
、ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
等

活
用
事
業
が
含
ま
れ
て
お
り
、小
学
校
に
お

け
る
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
の
配
置
に
つ
い

て
は
、現
在
の
１
、１
０
５
校
か
ら
３
、６
５

０
校
へ
拡
充
す
る
こ
と
が
盛
り
込
ま
れ
た

ほ
か
、地
域
ぐ
る
み
の
学
校
安
全
体
制
整
備

推
進
事
業
に
お
い
て
は
、地
域
の
巡
回
な
ど

を
行
う
ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
を
小
学

校
５
校
に
１
名
を
配
置
す
る
と
し
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
い
つ
で
も
ど
こ
で
も
学
べ
る

環
境
の
整
備
と
し
て
、
新
た
に
６
億
円
が

計
上
さ
れ
た
。
①
図
書
館
・
博
物
館
に
お

け
る
地
域
の
知
の
拠
点
推
進
事
業
、
②
優

れ
た
社
会
教
育
重
点
推
進
プ
ラ
ン
、
③
専

修
学
校
を
活
用
し
た
就
業
能
力
向
上
支
援

事
業
が
新
規
に
創
設
さ
れ
、
だ
れ
も
が
生

涯
を
通
じ
て
学
び
、
豊
か
な
人
生
を
送
る

こ
と
が
で
き
る
社
会
の
構
築
を
目
指
し
て

必
要
な
環
境
を
整
備
す
る
と
し
て
い
る
。
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４９

文部科学省関係予算

備　　　　　考比較増△減額平成21年度予算額平成20年度予算額区　　　　　分

百万円百万円百万円
一　般　会　計

0.1％増7,7835,281,6525,273,869

備　　　　　考
比較増

△減額

平成21年度

予　算　額

平成20年度

予　算　額
事　　　　　項

�新学習指導要領の円滑な実施

○概要：授業時数や指導内容を増加する新学習指導要領の円滑な

実施を図るため、必要な諸条件を整備する。

◆退職教員等外部人材活用事業－サポート先生の配置－【拡充】

 　5,795

　教員が子ども一人一人に向き合う環境をつくるとともに、新学

習指導要領の先行実施における理数教科の授業時数の増に対応す

るため、退職教員や経験豊かな社会人等の配置を14,000人（週12時

間換算）に拡充する。

①理数教育の充実（10,000人）

・先行実施する小学校第４～６学年の算数・理科の授業時数

の増加分に対応する。

・先行実施する中学校の数学・理科の授業時数の増加分につ

いて、少人数指導を行う。

②教育課題への対応（4,000人）

・習熟度別少人数指導

・小１プロブレム・中１ギャップ対応

・不登校等の生徒指導対応

・外国人児童生徒への日本語指導

・中学校の武道の充実

・特別支援学校のセンター的機能の充実

・社会人の活用　など

◆理科教育設備整備費等補助金【拡充】〔再掲〕　 2,000

　理科教育振興法に基づき、理科教育設備の整備に要する経費

の一部を補助する。なお、学習指導要領の改訂（平成20年３月）

に伴う措置として、移行期間中は、新学習指導要領に対応した

少額設備についても補助対象とする。

　補助事業者：地方公共団体、学校法人　

　補助率：１／２（沖縄　３／４）

◆学力向上支援事業　 121

◆新学習指導要領の周知　 232

3,3178,1484,831①授業時数増等への対応

○概要：道徳の時間において、学習指導要領の趣旨を踏まえた適

切な教材（読み物資料）が十分に活用されるよう、道徳

教育用教材に対する新たな財政支援を試行するなど、道

徳教育の総合的推進を図る。

◆道徳教育の総合的推進　 1,336

・道徳教育用教材活用支援事業【新規】

　学校教育における道徳教育の振興を図るため、学校で使用

する道徳教育用教材に対する新たな財政支援を試行

6781,336658②道徳教育の総合的推進

〔20年度補正予算　１次　1,317百万円〕

○概要：新学習指導要領への移行期間中に、指導内容が追加され

る算数・数学、理科について、各学校において確実かつ

適切にその内容が指導されるよう、教科書に準拠した補

助教材を作成し、児童生徒に配布する。

◆新学習指導要領移行措置に対応する算数・数学、理科の補助教

材の作成・配布事業【新規】

・平成22年度版補助教材の印刷製本、配布（1,900万部）

・拡大、点字補助教材の作成、配布（4,000部）

1,3111,3110③新学習指導要領移行措置用

教材の作成・配布

1．初等中等教育の充実 （単位：百万円）
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○概要：新しい学習指導要領の実施に向けた条件整備を重点的に

実施するとともに、外国語教育の低年齢化、授業時数増

等に関する調査研究等の英語教育の充実に資する施策を

総合的に推進する。

◆英語教育改革総合プラン【新規】　 900

　小学校外国語活動の導入に向けて、教材の整備等の条件整備

及び教材の効果的な活用等に関する実践研究を進めるととも

に、英語教育改善のための調査研究を行う。

9009000④外国語教育の充実

◆全国学力・学習状況調査の実施　 5,695

◆学力調査を活用した専門的な課題分析に関する調査研究【新規】

 　39

△2355,7345,969⑤全国的な学力調査の実施

〔後掲〕

○概要：平成24年度からの中学校武道必修化の完全実施に向け、

必要な条件を整備する。

◆中学校武道の必修化に向けた条件整備　 4,951

①安全・安心な学校づくり交付金（公立中学校武道場新規整備

分）【新規】

　中学校で新たに必修となった武道を円滑に実施できるよ

う、中学校武道場の新規整備を促進。

（補助率：１／３→１／２）

②中学校武道必修化に向けた地域連携指導実践校【新規】

 　470校

③地域スポーツ人材の活用実践支援事業　 約2,000校区

4,3104,951641⑥中学校武道の必修化に向け

た条件整備

�豊かな心と健やかな体の育成

◆豊かな体験活動推進事業【拡充】　 1,079

◆青少年体験活動総合プラン　 203

◆学校図書館の活性化推進総合事業【新規】　 134

◆「子ども読書の街」づくり推進事業【新規】　 54

1951,4711,276①体験活動・読書活動等の推

進

◆いじめ対策緊急支援総合事業　 105

◆問題を抱える子ども等の支援事業【拡充】　 956

◆児童生徒の自殺予防に向けた取組に関する調査研究　 6

11,0671,066②いじめ、暴力行為、不登校、

少年非行、自殺等に対する

取組の推進

◆学校教育情報化推進総合プラン　 427△39427466③情報モラル教育の推進

◆環境教育推進グリーンプラン【拡充】　 85

◆農山漁村におけるふるさと生活体験推進校【拡充】〔再掲〕

 　1,050

◆持続発展教育（ESD）に関する日米教育交流プログラム【新規】

〔再掲〕　 54

◆日本／ユネスコパートナーシップ事業【拡充】〔再掲〕　 120

2551,3101,055④環境教育の推進

○概要：教育振興基本計画、骨太の方針、5つの安心プラン等を踏

まえ、幼稚園就園奨励費補助の拡充により保護者負担の

軽減を図るなど幼児教育の推進を図る。

◆幼稚園就園奨励費補助【拡充】　 20,397

　保護者の所得状況に応じた経済的負担の軽減等を図ることを

目的として、保育料等を軽減する「就園奨励事業」を実施して

いる地方公共団体に対して、所要経費の一部を補助する。

・私立幼稚園の補助単価の引き上げ（５％増）

・第２子以降の保護者負担の軽減

【兄・姉が幼稚園児の場合】

第２子0.7→0.5（半額）　第３子以降：0.2→0.0（無償）

【兄・姉が小1～3の場合】

第２子0.9→0.9　　　　　第３子以降：0.8→0.0（無償）

◆幼稚園教育理解推進事業【新規】 36

　幼稚園における教育課程等に関する理解の一層の推進を図る

ための研究協議会を中央及び都道府県において開催する。

◆幼児教育の改善・充実調査研究【拡充】　 82

　幼児教育に関する様々な課題について、市町村教委などの教

育団体に調査研究を委託することにより、国として必要な支援

策を検討する。

1,21521,61120,396⑤幼児教育の推進
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備　　　　　考
比較増

△減額

平成21年度

予　算　額

平成20年度

予　算　額
事　　　　　項

◆私立幼稚園施設整備費補助　 1,097

　学校法人立幼稚園等の施設の新増改築や緊急の課題となって

いる耐震化事業等に要する経費の一部を補助する。

◆認定こども園幼保連携型移行・設置促進事業（20年度補正予算

において前倒計上）

　幼稚園・保育所の枠組みを超えた総合的な支援を行うことに

より認定こども園の緊急整備を図る。

※20年度１次補正予算　　　2,147百万円（文科・厚労合算額）

　　20年度２次補正予算案　「安心こども基金（仮称）」（1,000億

円）の一部（文科・厚労合算額）

◆発達段階に応じたキャリア教育総合支援事業【新規】　 156

◆小学校におけるキャリア教育の指導内容の充実【新規】　 15

◆専門的な職業系人材の育成推進事業　 441

◆専修学校・高等学校連携等職業教育推進プラン　 147

△106759865⑥キャリア教育・職業教育の

推進

◆スクールヘルスリーダー派遣事業　 103

◆薬物乱用防止教育推進事業【拡充】　 37

◆学校環境衛生管理マニュアルの作成・配布【新規】　 27

71467396⑦学校すこやかプランの充実

◆「生きる力をはぐくむ学校での安全教育」の改訂【新規】 　36

　学習指導要領の改訂、学校安全に関する規定を充実した学校

保健安全法の施行に伴い、学校安全参考資料を改訂。

12137125⑧子ども安心プロジェクトの

充実

◆栄養教諭を中核とした食育推進事業【新規】　 211

　栄養教諭を中核とした食育推進のための先進的な取組を全国

で展開する事業を実施。また、あわせて、各事業の分析・効果

測定を実施。141地域（各都道府県3地域）

◆「食に関する指導の手引」の改訂【新規】　 32

　学習指導要領の改訂及び学校給食法の改正に伴い、「食に関す

る指導の手引」を改訂。

◆学校給食における新たな地場産物の活用方策等に関する調査研

究【拡充】　 47

37491454⑨食育推進プランの充実

�教員が子ども一人一人に向き

合う環境づくり

〔一部再掲〕

◆義務教育費国庫負担金　 1,648,250

・教職員定数の改善【新規】

　子どもたちの学力の向上と規範意識の育成を図る観点か

ら、教員が子ども一人一人に向き合う環境をつくるため、既

存の教職員配置を一部見直した上で、平成21年度において、

1,000人の教職員定数の改善を図る。

【内訳】

①主幹教諭によるマネジメント機能の強化 　448人

②教員の事務負担の軽減（事務職員定数の充実）　73人

③特別支援教育の充実　 382人

　　○小・中学校の通級指導の充実（300人）

　　○特別支援学校のセンター的機能の充実（35人）

　　○養護教諭定数の充実（47人）

④外国人児童生徒への日本語指導の充実　 50人

⑤食育の充実（栄養教諭定数の充実）　 47人

　　計　 1,000人

・教員給与の見直し

△28,3971,654,0871,682,484①教員の子どもと向き合う環

境づくり

　基本方針2006、同2008、中教審答申（19年３月）及び教育

振興基本計画等を踏まえ、人材確保法に基づく優遇措置を縮

減するとともに、メリハリある教員給与体系の推進を図る。

�　メリハリある教員給与体系の推進

・給料の調整額の縮減（平成22年１月～）

�　基本方針2006による教員給与の縮減（▲2.76％）への

対応

・義務教育等教員特別手当の縮減（平成22年１月～）



政 策

５２町 村 週 報第２６６６号 （第三種郵便物認可） 平成２１年１月２６日

備　　　　　考
比較増

△減額

平成21年度

予　算　額

平成20年度

予　算　額
事　　　　　項

◆退職教員等外部人材活用事業－サポート先生の配置－【拡充】

〔再掲〕 　5,795

◆学校マネジメント支援に関する調査研究【拡充】　 42

○概要：平成21年4月から教員免許更新制が開始され、国公私立

学校の全ての現職教員（約110万人）は、10年ごとに更新

講習を受講・修了する義務が新たに課されることとなる。

このため、以下の取組を行うことにより、全国各地域で

質の高い更新講習を各教員が円滑に受講・修了できるよ

うに図る。

◆免許状更新講習開設事業費等補助【新規】　 1,002

　質の高い更新講習や多様な学校種、教科等を担当する教員の更

新講習受講の機会の確保を図るため、山間へき地、少数教科・科

目の更新講習の開設の支援、障害のある受講者対応の支援を行う

もの。（補助先：118大学等）

◆教員免許更新制理解推進事業【新規】　 20

　全国の全ての現職教員に制度の周知徹底を図るため、免許状更

新講習研究協議会の開催、教員免許更新制度の手続きに関する手

引き書の作成などを行う。

1,0221,0220②教員免許更新制の円滑な実

施

◆発達障害等支援・特別支援教育総合推進事業　 503

◆発達障害等に対応した教材等の在り方に関する調査研究事業

【新規】　 39

◆特別支援学校等の指導充実事業　 100

◆発達障害を含む特別支援教育におけるNPO等活動体系化事業

【新規】　 29

◆拡大教科書等普及推進事業【新規】　 172

240843603③特別支援教育の推進

◆帰国・外国人児童生徒受入促進事業【拡充】　 30178301223④外国人児童生徒教育の充実

◆コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）推進プラン

 　138

△44138182⑤コミュニティ・スクール（学

校運営協議会制度）の推進

◆第三者評価ガイドラインの策定に向けた調査研究【拡充】　 80

◆学校評価の充実・改善の推進　 405

△123484607⑥学校評価システムの構築

20年度補正予算　１次　111,878百万円

　　　　　　　　２次　　49,952百万円

○概要：公立学校施設は、児童生徒が一日の大半を過ごす活動の

場であるとともに、非常災害時には地域住民の応急避難

場所としての役割も果たすことから、学校耐震化は喫緊

の課題となっており、地震防災対策特別措置法改正によ

る国庫補助率の引き上げ等加速策が講じられた。

　学校耐震化等の安全・安心な施設環境を構築するため、

地震による倒壊等の危険性が高いIs値0.3未満の学校施設

（約1万棟）の耐震化を加速するほか、地震による倒壊等

の危険性のあるIs値0.3以上の施設の耐震化を推進する。

　学校統合や特別支援学校の教室不足へ対応するための

負担金を確保するほか、エコスクールや屋外教育環境の

整備充実、木材利用の推進などに対応する。

　また、中学校武道の必修化に伴い中学校武道場の新規

整備を促進する。

0105,083105,083�学校耐震化等の安全・安心な

施設環境の構築

・地震により倒壊等の危

険性の高い施設１万棟

（Is値0.3未満）の耐震化

の加速

・Is値0.3以上の施設の耐

震化、学校統合やエコ

スクールの整備等

・中学校武道場の新規整

備

�
�
�
�
�
�
�
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（第三種郵便物認可） 第２６６６号平成２１年１月２６日 町 村 週 報

政 策

５３

備　　　　　考
比較増

△減額

平成21年度

予　算　額

平成20年度

予　算　額
事　　　　　項

◆学校・家庭・地域の連携協力推進事業【新規】　 14,261

①放課後子ども教室推進事業　 実施箇所数：15,000箇所　

②学校支援地域本部事業　 実施箇所数：　3,400箇所　

③家庭教育支援基盤形成事業　 実施箇所数：　1,800地域　

④スクールカウンセラー等活用事業　

・スクールカウンセラーの配置

　　中学校　　　　　 10,077校　　　

　　小学校　 1,105校→3,650校　　　

　　緊急支援派遣　 650校　　　

・子どもと親の相談員等の配置　

　　子どもと親の相談員　 910校　　　

　　生徒指導推進協力員　 210校　　　

・24時間体制の電話相談の実施　 65県市　　　

⑤スクールソーシャルワーカー活用事業　65県市　1,040人

⑥地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業

　スクールガード・リーダーを小学校５校に１名配置

（2,900人→4,500人）

◆家庭の教育力の向上　 598

4,36618,39014,024�社会全体の教育力の向上

○概要：だれもが生涯を通じて学び、自己の内面を磨くととも

に、豊かな人生を送ることができるよう、その生涯にわ

たって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習す

ることができ、その成果を適切に生かすことのできる社

会の構築を目指し、必要な環境を整備する。

◆図書館・博物館における地域の知の拠点推進事業【新規】　 72

　図書館の未設置市町村などにおける図書館サービスの充実に

関する実践研究の実施など、図書館機能を活用した「地域の知

の拠点」づくりを推進するとともに、博物館の広域的な地域連

携や館種を超えたネットワークを構築し、博物館機能の高度化

を推進する。

◆優れた社会教育重点推進プラン【新規】　 76

　地域が抱える課題を解決するために、社会教育施設など様々

な機関・団体によるコンソーシアムが実践する優れた社会教育

の取組を重点的に推進し、全国的な普及を図る。　

◆専修学校を活用した就業能力向上支援事業【新規】　 540

　若者等を対象に、専修学校の持つ職業教育機能を活用した実

践型教育プログラムを実施し、多様な学習機会の提供と高度職

業専門人の育成を図る取組みを推進する。

6886880�いつでもどこでも学べる環境

の整備

�青少年の健全育成の推進

◆有害環境から子どもを守るための推進体制の構築【拡充】　15地

域　 174

◆有害情報に関する普及啓発資料の作成・配布【拡充】　 21

◆青少年とメディアに関する調査【拡充】　 17

12421490①青少年を有害環境から守る

ための取組の推進

◆子ども読書応援プロジェクト　 1553155152②子どもの読書活動の推進

2．社会全体での教育向上への取組み （単位：百万円）
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環
境
省
関
係
（
廃
棄
物
・

リ
サ
イ
ク
ル
対
策
関
係
予
算
）

　

環
境
省
関
係
予
算
は
、
前
年
度
と
ほ
ぼ

同
額
の
２
、
２
９
２
億
円
が
計
上
さ
れ
、

こ
の
う
ち
、
廃
棄
物
・
リ
サ
イ
ク
ル
対
策

関
係
予
算
と
し
て
、
前
年
度
比
６
・
７
％

減
の
８
５
０
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

　

資
源
を
繰
り
返
し
活
か
す
循
環
型
社
会

へ
の
転
換
を
図
る
た
め
、
①
リ
デ
ュ
ー

ス
・
リ
ユ
ー
ス
を
重
視
し
、
資
源
を
活
か

す
３
Ｒ
の
抜
本
強
化
、
②
「
地
域
循
環
圏
」

の
形
成
、
③
浄
化
槽
整
備
の
一
層
の
促
進

－
等
を
重
点
施
策
に
位
置
付
け
て
い
る
。

・「
リ
デ
ュ
ー
ス
・
リ
ユ
ー
ス
を
重
視
し
、

資
源
を
活
か
す
３
Ｒ
の
抜
本
強
化
」

　

リ
デ
ュ
ー
ス
・
リ
ユ
ー
ス
を
重
視
し
、

資
源
を
活
か
す
３
Ｒ
を
抜
本
強
化
す
る
た

め
、
①
リ
デ
ュ
ー
ス
・
リ
ユ
ー
ス
の
取
組

の
実
態
把
握
や
環
境
面
か
ら
の
評
価
を
行

う
と
と
も
に
、
関
係
者
と
連
携
し
な
が
ら

取
組
の
展
開
を
促
進
す
る
、
②
循
環
型
社

会
に
関
す
る
指
標
に
つ
い
て
、
総
合
的
な

調
査
を
行
い
、
循
環
型
社
会
づ
く
り
の
進

捗
を
き
め
細
か
に
把
握
す
る
、
③
使
用
済

小
型
家
電
等
に
含
ま
れ
る
レ
ア
メ
タ
ル
を

効
率
的
か
つ
安
全
に
回
収
処
理
す
る
た
め

の
方
策
の
検
討
を
行
う
な
ど
持
続
可
能
な

物
質
循
環
の
確
保
を
図
る
、
④
各
分
野
に

お
け
る
廃
棄
物
処
理
・
リ
サ
イ
ク
ル
の
取

組
を
着
実
に
推
進
す
る
と
と
も
に
、
シ
ス

テ
ム
の
信
頼
性
・
透
明
性
向
上
の
た
め
の

検
証
や
情
報
提
供
、
循
環
型
社
会
形
成
に

向
け
た
研
究
開
発
の
推
進
、
制
度
的
対
応

の
可
能
性
も
視
野
に
入
れ
た
検
討
な
ど
を

通
じ
、
個
々
の
課
題
の
解
決
に
努
め
る－

こ
と
と
し
、
使
用
済
電
気
電
子
機
器
の
有

害
物
質
適
正
処
理
及
び
レ
ア
メ
タ
ル
リ
サ

イ
ク
ル
推
進
事
業
費
に
１
０
０
百
万
円
、

市
町
村
の
３
Ｒ
化
改
革
加
速
化
支
援
事
業

に　

百
万
円
等
が
計
上
さ
れ
た
。

１９

　
　・「「

地
域
循
環
圏
」
の
形
成
」

　
「
地
域
循
環
圏
」
づ
く
り
を
促
進
し
、
地

域
の
活
性
化
を
図
る
た
め
、
①
ブ
ロ
ッ
ク

レ
ベ
ル
に
お
い
て
、
各
主
体
と
構
想
段
階

か
ら
協
働
し
て
循
環
型
社
会
構
築
の
た
め

の
地
域
計
画
を
策
定
す
る
と
と
も
に
、
地

域
循
環
圏
の
構
築
を
支
援
す
る
、
②
温
室

効
果
ガ
ス
排
出
削
減
に
資
す
る
高
効
率
な

廃
棄
物
発
電
や
廃
棄
物
系
バ
イ
オ
マ
ス
の

利
活
用
等
を
推
進
す
る－

こ
と
と
し
、
地

域
か
ら
の
循
環
型
社
会
づ
く
り
支
援
事
業

に　

百
万
円
、
低
炭
素
型
「
地
域
循
環
圏
」

５６
整
備
推
進
事
業
に　

百
万
円
、
循
環
型
社

６４

会
形
成
推
進
交
付
金
（
一
般
廃
棄
物
分
）

（
公
共
）
に
３
８
、
９
２
８
百
万
円
、
廃
棄

物
系
バ
イ
オ
マ
ス
次
世
代
利
活
用
推
進
事

業
に
３
３
４
百
万
円
、
廃
棄
物
処
理
シ
ス

テ
ム
に
お
け
る
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
抑
制

対
策
推
進
事
業
に　

百
万
円
等
が
計
上
さ

５０

れ
た
。

　

特
に
、
循
環
型
社
会
形
成
推
進
交
付
金

（
一
般
廃
棄
物
分
）（
公
共
）
に
つ
い
て
は
、

焼
却
処
理
に
伴
い
生
じ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

有
効
利
用
を
行
う
高
効
率
ご
み
発
電
施
設

や
効
率
的
な
ご
み
収
集
・
輸
送
を
実
現
す

る
た
め
の
施
設
の
整
備
推
進
等
の
制
度
拡

充
が
図
ら
れ
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

　
　・「

浄
化
槽
整
備
の
一
層
の
促
進
」

　

浄
化
槽
整
備
を
一
層
促
進
す
る
た
め
、

浄
化
槽
整
備
区
域
促
進
特
別
モ
デ
ル
事
業

の
実
施
、
単
独
処
理
浄
化
槽
か
ら
合
併
処

理
浄
化
槽
へ
の
転
換
の
推
進
、
計
画
策
定

調
査
費
の
拡
充
等
、
浄
化
槽
整
備
に
対
す

る
国
の
支
援
措
置
の
一
層
の
充
実
・
強
化

を
図
る
こ
と
と
し
、
循
環
型
社
会
形
成
推

進
交
付
金
（
浄
化
槽
分
）（
公
共
）
に
１

４
、
３
４
４
百
万
円
が
計
上
さ
れ
た
。



（第三種郵便物認可） 第２６６６号平成２１年１月２６日 町 村 週 報

政 策

５５

対前年度比較
増 △ 減 額

平成２１年度
予　算　額

平成２０年度
予　算　額

事　　　　　項

8402,3521,512リデュース・リユースを重視し、資源を活かす３Ｒの抜本強化

△ 33437・循環型社会形成推進基本計画フォローアップ経費

△ 21820・リデュース･リユースを重視した３Ｒ強化・促進プログラム推進費

27270・第２次循環基本計画物質フロー指標分析高度化調査

△ 94958・容器包装に係る３Ｒ推進事業費

550・電気電子機器のリユース推進事業費

1001000・使用済電気電子機器の有害物質適正処理及びレアメタルリサイクル推進事業費

61610・使用済自動車再資源化の効率化及び合理化推進等調査費

41915・市町村の３Ｒ化改革加速化支援事業

149682・容器包装３Ｒ高度化等推進事業費

11110・使用済家電の流通実態・処理実態の透明化及び適正化推進

6681,8031,135・循環型社会形成推進科学研究費補助金

770・安心・安全な最終処分場の計画的確保事業

4159155・ITを活用した循環型地域づくり基盤整備事業

880・廃棄物処理施設における水銀等排出状況調査

2,95041,61838,668「地域循環圏」の形成

△ 45660・地域からの循環型社会づくり支援事業

64640・低炭素型「地域循環圏」整備推進事業

41915・市町村の３Ｒ化改革加速化支援事業（再掲）

2,83638,92836,092・循環型社会形成推進交付金（一般廃棄物分）（公共）

0334334・廃棄物系バイオマス次世代利活用推進事業

502,1672,117・廃棄物処理施設における温暖化対策事業（エネ特会）

05050・廃棄物処理システムにおける温室効果ガス排出抑制対策推進事業（エネ特会）

21630084アジア循環型社会構築に向けた取組

1531530・アジア低炭素・循環型社会構築力強化プログラム事業

28280・アジア諸国における３Ｒの戦略的実施支援事業拠出金

21210・し尿処理システム国際普及推進事業

81810・バーゼル条約対策費

84335・アジアにおける資源循環の推進方策に関する戦略的検討

△ 23739・コンピュータ機器廃棄物適正管理事業拠出金

△ 2995,7366,035不適正処理の撲滅

06060・産業廃棄物適正処理推進費

165・産業廃棄物処理業からの暴力団排除対策事業費

△ 3003,6703,970・産業廃棄物不法投棄等原状回復措置推進費補助金

02,0002,000・PCB廃棄物対策推進費補助金

1,32714,41713,090浄化槽整備の一層の促進

1,30414,34413,040・循環型社会形成推進交付金（浄化槽分）（公共）

25250・浄化槽整備推進費

21210・し尿処理システム国際普及推進事業（再掲）

平成21年度環境省（廃棄物・リサイクル対策関係）予算表

（単位：百万円）



政 策

５６町 村 週 報第２６６６号 （第三種郵便物認可） 平成２１年１月２６日

平成21年度 関係省庁予算平成21年度 関係省庁予算

各 協 議 会各 協 議 会各 協 議 会
関係省庁予算・施策の概要関係省庁予算・施策の概要関係省庁予算・施策の概要

特 集特 集特 集特 集特 集

【
ダ
ム
・
発
電
協
関
係
】　

　

水
力
発
電
関
係
予
算
で
は
、
発
電
所
所

在
地
域
の
活
性
化
や
公
共
用
施
設
整
備
等

を
目
的
と
し
た
電
源
立
地
地
域
対
策
交
付

金
の
う
ち
、
水
力
発
電
施
設
周
辺
地
域
交

付
金
相
当
部
分　

億
６
、
８
７
０
万
円

６７

（
４
８
０
市
町
村
分
）
が
確
保
さ
れ
た
。

　

こ
の
ほ
か
関
係
予
算
と
し
て
は
、
国
産

エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
の
有
効
活
用
の
観
点
か

ら
、
中
小
水
力
の
開
発
を
促
進
す
る
た

め
、
中
小
水
力
発
電
開
発
事
業
５
億
５
、

１
７
５
万
円
（
前
年
度
比　

・
０
％
減
）、

２２

中
小
水
力
開
発
促
進
指
導
事
業
１
、
９
２

０
万
円
（
同
比　

・
０
％
減
）
が
そ
れ
ぞ

２７

れ
計
上
さ
れ
た
。

　

ま
た
、
ダ
ム
関
係
予
算
で
は
、
ダ
ム
の

建
設
に
伴
う
生
活
支
援
、
イ
ン
フ
ラ
整
備

主
体
の
地
域
対
策
に
加
え
て
、
地
域
の
自

立
を
支
え
る
人
づ
く
り
等
ソ
フ
ト
対
策
を

強
化
す
る
と
と
も
に
、
水
資
源
の
起
点
と

し
て
の
水
源
の
保
全
及
び
ダ
ム
機
能
の
維

持
に
寄
与
し
て
い
る
水
源
林
の
保
全
を
含

め
た
水
源
地
域
の
保
全
と
活
性
化
に
取
り

組
む
こ
と
と
し
、
水
源
地
域
活
性
化
調
査

事
業
等
が
拡
充
さ
れ
た
。

【
観
光
地
協
関
係
】

　

観
光
関
係
予
算
の
う
ち
、
観
光
庁
で

は
、
平
成　

年
度
ま
で
に
訪
日
外
国
人
旅

２２

行
者
数
を
１
０
０
０
万
人
と
す
る
目
標
を

確
実
に
達
成
す
る
た
め
に
、
訪
日
旅
行
者

の
リ
ピ
ー
タ
ー
化
を
促
進
す
る
と
と
も

に
、「
ビ
ッ
ジ
ッ
ト
・
ジ
ャ
パ
ン
・
ア
ッ
プ
グ

レ
ー
ド
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
と
し
て
、
我

が
国
の
魅
力
の
一
層
の
理
解
の
促
進
等
に

取
り
組
む
ほ
か
、
Ｉ
Ｃ
乗
車
券
等
の
国
際

相
互
利
用
化
・
利
用
拡
大
な
ど
の
旅
行
者

の
利
便
性
の
増
進
を
図
り
、
併
せ
て
国
際

会
議
の
開
催
・
誘
致
を
推
進
す
る
た
め
、

３
、
３
１
５
百
万
円
が
計
上
さ
れ
た
。
ま

た
、
内
外
観
光
客
の
宿
泊
旅
行
回
数
・
滞

在
日
数
の
拡
大
を
目
指
し
、
２
泊
３
日
以

上
の
滞
在
型
観
光
を
促
進
す
る
た
め
、
地

方
自
治
体
等
の
幅
広
い
関
係
者
が
一
体
と

な
っ
た
観
光
圏
整
備
の
取
組
を
総
合
的
に

支
援
す
る
た
め
、「
観
光
圏
整
備
事
業
補

助
」
と
し
て
５
８
３
百
万
円
が
計
上
さ
れ

た
。

【
半
島
協
関
係
】

　

半
島
振
興
関
係
予
算
の
う
ち
、
国
土
交

通
省
関
係
は
、
半
島
地
域
の
自
立
的
発
展

を
目
指
し
、
地
域
の
多
様
な
資
源
を
活
用

し
た
産
業
の
創
出
に
つ
な
が
る
自
主
的
か

つ
継
続
的
な
地
域
づ
く
り
活
動
を
活
発
化

さ
せ
る
と
と
も
に
、
都
市
と
半
島
地
域
、

半
島
地
域
間
の
交
流
・
連
携
を
促
進
す
る

取
り
組
み
を
行
う
た
め
半
島
振
興
対
策
費

と
し
て
、　

百
万
円
が
計
上
さ
れ
た
。
ま

６２

た
、
同
省
で
は
道
路
事
業
と
し
て
、
半
島

循
環
道
路
の
補
助
率
を
引
き
続
き　

／
１

５５

０
０
（
通
常　

／
１
０
０
）
と
す
る
こ
と

５０

と
し
て
い
る
。

【
豪
雪
協
関
係
】

　

豪
雪
地
帯
関
係
予
算
（
国
土
交
通
省
関

係
）
で
は
、「
豪
雪
地
帯
対
策
特
別
事
業
」

の
う
ち
「
安
全
安
心
な
雪
国
創
造
事
業
」

を
拡
充
し
、
克
雪
施
設
や
高
齢
者
支
援
施

設
の
整
備
に
加
え
て
、
高
齢
者
世
帯
等
の

冬
期
生
活
を
支
援
す
る
克
雪
体
制
整
備
の

ソ
フ
ト
対
策
を
総
合
的
に
実
施
す
る
取
組

に
対
し
て
補
助
を
行
う
こ
と
と
さ
れ
、

「
特
別
豪
雪
地
帯
先
導
的
事
業
導
入
推
進

事
業
」
と
合
わ
せ
、
１
２
４
百
万
円
（
前

年
度
同
額
）
が
計
上
さ
れ
た
。

　

ま
た
、
豪
雪
地
帯
の
個
性
あ
る
活
性
化

推
進
等
に
要
す
る
調
査
と
し
て
、「
雪
国

の
豊
か
な
暮
ら
し
継
承
方
策
調
査
」と「
豪

雪
地
帯
基
礎
調
査
」
を
合
わ
せ
、　

百
万

４１

円
（
同　

・
８
％
減
）
が
計
上
さ
れ
た
。

１２

【
鉱
山
協
関
係
】

　

鉱
物
資
源
政
策
関
連
予
算
で
は
、
鉱
物

資
源
の
安
定
供
給
確
保
と
し
て　

・
２
億

９５

円
（　

年
度
当
初　

・
４
億
円
）
が
、
海

２０

８１

洋
資
源
開
発
関
連
と
し
て　

・
６
億
円

３２

（　

・
３
億
円
）
が
計
上
さ
れ
た
。

２９
　

こ
の
う
ち
、
我
が
国
産
業
競
争
力
の
要

で
あ
る
レ
ア
メ
タ
ル
等
鉱
物
資
源
の
総
合

的
な
安
定
供
給
の
た
め
の
探
鉱
開
発
関
連

と
し
て
、
昨
年
か
ら
始
ま
っ
た
希
少
金
属

資
源
開
発
推
進
事
業
に
は
、　

億　

百
万

１４

２２

（　

年
度　

億　

百
万
円
）が
計
上
さ
れ
増

２０

１２

４０

額
と
な
っ
た
。

　

ま
た
、
レ
ア
メ
タ
ル
を
豊
富
に
含
有
す

る
携
帯
電
話
な
ど
の
廃
小
型
家
電
か
ら
の

レ
ア
メ
タ
ル
リ
サ
イ
ク
ル
の
シ
ス
テ
ム
構

築
事
業
と
し
て　

百
万
が
新
規
に
計
上
さ

５０

れ
た
。


